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は じ め に 

 

 

平成 23 年度の川口短期大学自己点検・評価報告書がまとまりました。 

「短期大学基準協会」の第三者外部評価を受けた平成 21 年度の自己点検・評

価報告書の作成から２年が経過しました。今回作成した自己点検・評価報告書は

その平成 21 年度の形式のままとせずに、あえてこれまで本学で作成してきた自

己点検・評価報告書とも比較検討が容易にできるような記載方法をとっています。 

 自己点検・評価は、学校教育法に定められた「教育研究水準の向上に資するた

め、教育・研究・組織・運営・施設・設備の状況について自ら点検・評価を行い、

その結果を公表する」（要約）に基づいて行うものです。この自己点検・評価の

中で明確になった本学の特色をさらに充実発展させるとともに、問題点、改善点

についてはその克服・改善に真摯に取り組みたいと考えています。 

 最後に、本報告書の作成にあたり協力をいただいた関係各位にお礼を申し上げ

ます。 

 

平成 24 年３月    

 

                       川 口 短 期 大 学 

                       自己点検・評価委員会委員長 

                       小島 望 
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《短期大学等の特色等》 

 

(1)短期大学を設置する学校法人(以下｢法人｣という)の沿革(概要)及び短期大学の沿革

（概要）。 

法人及び川口短期大学の沿革 

年 月 内      容 

昭和 47 年 2 月 学校法人 峯徳学園 設立 

昭和 47 年 4 月 川口幼稚園 設置 

昭和 51 年 4 月 東川口幼稚園 設置 

昭和 62 年 4 月 川口短期大学 設置（経営実務科） 

大型汎用コンピュータ導入 

昭和 63 年 12 月 全天候型テニスコート 3 面完成 

平成 元年 12 月 第 2 期工事講義棟完成 

平成 3 年 5 月 別館完成(1 階学生ホール・カフェテリア 2 階体育アリーナ・講堂) 

平成 4 年 4 月 教員長期海外研修制度開始（平成 21 年 9 月「教員特別研修」に改正）

平成 5 年 9 月 キャンパス美化・整備事業 

平成 8 年 4 月 

     12 月 

10 周年記念事業学内奨学金制度創設  

紀要 10 周年記念号発行 

平成 9 年 4 月 インターネットルーム開設 

平成 11 年 8 月 キャンパス美化・整備事業、トレーニングルーム開設 

平成 12 年 4 月 就職情報検索用コンピュータ設置 

男女共学制開始 

平成 13 年 4 月 埼玉学園大学 設置（人間学部・経営学部）、テニスコート全面改修 

平成 14 年 3 月 

平成 14 年 4 月 

プレゼンテーションルーム開設 

チューター制度開始 

平成 15 年 1 月 

平成 15 年 4 月 

学内無線ＬＡＮ敷設 

埼玉学園大学編入学制度、単位互換制度開始 

平成 16 年 4 月 新入生ノート型ＰＣ所持制度開始、コース制開始 

平成 17 年 2 月 

     4 月 

情報メディアセンター開設 

創合棟（現 4 号館）完成、キャリアセンター開設 

平成 18 年 4 月 学科改組（経営実務科からビジネスキャリア開発学科） 

ダグラス・カレッジ（カナダ）への学生の海外研修制度発足 

平成 19 年 4 月 キャンパス美化・整備事業、音楽教室、ピアノ個人レッスン室設置 

平成 20 年 4 月 こども学科 設置（幼稚園教諭二種免許課程、保育士養成課程） 

学科名変更（ビジネスキャリア開発学科からビジネス実務学科） 

エクステンションセンター開設 

平成 21 年 4 月 教員・保育士養成支援センター開設 

平成 22 年 4 月 こども学科 小学校教諭二種免許課程 設置 

埼玉学園大学大学院 設置（経営学研究科修士課程） 
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(2)短期大学の所在地、位置(市・区・町・村の全体図)、周囲の状況(産業、人口等)等

1）所 在 地：〒333-0831 埼玉県川口市木曽呂 1511 番地 

2）位   置：川口市は埼玉県の南端に位置する、人口 50 万人を超える県内有数の

都市である。江戸時代から鋳物や植木などの産業が発達し、首都東京

と隣接している利便性から住宅都市化が進んでいる。現在は固有の伝

統ある“ものづくり”のまちとして発展している。本学は川口市の北

西部に位置し、さいたま市の南東部に隣接している。 

3）周囲の状況：次図を参照。本学の最寄り駅はＪＲ武蔵野線の東浦和駅であり、スク

ールバスが東川口駅から運行されている。正面玄関前には一級河川芝

川の堤があり、江戸時代にはこの川から荒川を経由して、江戸へと向

かうルートを形成していた。近くの見沼通船掘は日本最古の閘門式運

河で、国の指定史跡となっており、春には桜並木の風光明媚な場所で

ある。また、周囲は文教地区となっていて、幼稚園、小学校、中学校、

高校などが隣接している。  
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(3)法人理事長、学長の氏名、連絡先及びその略歴、ＡＬＯの氏名、連絡先及びその

略歴。 

1）理事長・学長  

氏 名：峯岸 進 

連絡先：〒333-0831 埼玉県川口市木曽呂 1511 川口短期大学 

連絡先：Tel. 048-294-1111（代）Fax. 048-294-3755 

略 歴：昭和 47 年 2 月 学校法人峯徳学園理事長（現在に至る） 

略 歴：昭和 47 年 4 月 川口幼稚園園長（平成 21 年 3 月まで） 

略 歴：昭和 51 年 4 月 東川口幼稚園園長（平成 21 年 3 月まで） 

略 歴：平成  3 年 4 月 川口短期大学学長（現在に至る） 

略 歴：平成 13 年 4 月 埼玉学園大学学長（現在に至る） 

2）ＡＬＯ 

氏 名：小島 望 

連絡先：〒333-0831 埼玉県川口市木曽呂 1511 川口短期大学 

連絡先：Tel. 048-294-1111（代）Fax. 048-294-3755 

連絡先：E-Mail．n.kojima@kawaguchi.ac.jp 

略 歴：平成 18 年 4 月 川口短期大学専任講師 

略 歴：平成 21 年 4 月 川口短期大学准教授（現在に至る） 

 

 

 



4 

(4)平成17年度から23年度までの学科・専攻(通信による教育を行う学科(以下｢通信教育

学科｣という)、専攻科を含み、以下｢学科等｣という)ごとの入学定員、入学者数、入学

定員充足率(％)、収容定員、在籍者数、収容定員充足率(％)。なお、在籍者数は毎年度

5月1日時点とする。 

平成17年度～23年度の設置学科、入学定員等 

学科等の名称 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 備考 

ビジネス実務学科 

(ビジネスキャリア開発学科) 

(経営実務科) 

入 学 定 員 140 140 140 140 140 140 140 20年度ビジネスキ

ャリア開発学科よ

りビジネス実務学

科へ名称変更 

18年度経営実務科よ

りビジネスキャリア

開発学科へ改組 

入学者数 114 97 104 101 98 100 79 

入学定員充足率(％) 81.4 69.3 72.1 73.6 70.0 71.4 56.4 

収容定員 280 280 280 280 280 280 280 

在籍者数 224 208 202 199 194 193 171 

収容定員充足率(％) 80.0 74.3 72.1 71.1 69.3 68.9 61.1 

こども学科 

入 学 定 員  
新設

150
150 150 150 

20年度設置 

入学者数  30 147 152 169 

入学定員充足率(％)  20.0 98.0 101.3 112.7 

収容定員  150 300 300 300 

在籍者数  30 177 283 315 

収容定員充足率(％)  20.0 59.0 94.3 105.0 

 

(5) 平成21年度～23年度に入学した学生(この事項においては通信教育学科の学生を

除く)の出身地別人数及び割合(10程度の区分)。 

出身地別学生数 

地域 
平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％）

茨城県 9 3.7 9 3.6 14 5.7 

栃木県 4 1.6 8 3.2 15 6.0 

群馬県 4 1.6 3 1.2 6 2.4 

埼玉県 116 47.3 155 61.5 132 53.2 

千葉県 18 7.3 15 5.9 30 12.1 

東京都 56 22.9 22 8.7 19 7.7 

神奈川県 0 0.0 0 0.0 1 0.4 

福島県 12 4.9 6 2.4 11 4.5 

新潟県 10 4.1 10 4.0 5 2.0 

長野県 3 1.2 7 2.8 3 1.2 

その他 13 5.3 17 6.7 12 4.8 

合計 245 100.0 252 100.0 248 100.0 

 

(6)法人が設置する他の教育機関の名称、所在地、入学定員、収容定員及び在籍者数。

法人が設置する他の教育機関の現状 

（平成 23 年 5 月 1 日現在） 

教育機関名 所在地 入学定員 収容定員 在籍者数

埼玉学園大学大学院 川口市大字木曽呂 1510 番地 10 20 18

埼玉学園大学 川口市大字木曽呂 1510 番地 445 1,605 1,210

川口幼稚園 川口市大字木曽呂 1425 番地 180 480 418

東川口幼稚園 川口市戸塚東 3 丁目 8 番地 25 号 100 280 285
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Ⅰ 建学の精神・教育理念、教育目的・教育目標 

 

【建学の精神、教育理念について】 

(1)建学の精神・教育理念について 

 

本学の建学の精神は次のとおりである。 

本学は人格の完成をめざし、学術研究を通じて自己の使命を自覚し、その職責を遂

行しうる、創造性豊かで実践的な人材を育成することを目的とする。 

 本学の教育方針は、知・徳・技を修得し、日本文化を理解するとともに、国際感覚

豊かな人材の育成に努めることにある。 

知とは、知識、知恵の修得である。幅広く一般教養を修め、激動する社会において

的確な判断を行い、職務の遂行をなしうる専門的知識を修得する。徳とは、道徳、人

間性の涵養のことである。互いに個人を尊重し、社会的規範を身につけ、公徳心があ

り、かつ自己の意見を表明し、平和な社会を築く人間をめざす。技とは、技術、技能

の修得である。社会の進歩、発展に適応すべく、技術の修得に努め、職務の合理的、

効率的な遂行のための方策を絶えず研究開発する。 

本学は昭和62年の創立以来、「知」、「徳」、「技」の三つの徳目を「建学の精神・

教育理念」としてきた。「知・徳・技」の修得を目指し、企業で働くために必要な実

務の基礎から、社会人生活に欠かせないコミュニケーション能力や情報処理スキルな

どを学ぶことのできる「ビジネス実務学科」と、幼稚園教諭や小学校教諭、保育士と

いった子どもを慈しみ、育む専門家を育成する「こども学科」の２学科を設置してい

る。いずれの学科においても、本学が開学以来堅持している特長の一つである「少人

数教育」のもと、一人ひとりの学生を大切にし、温かいまなざしをもって丁寧に教え

育むことをコンセプトとしている。 

 

(2)教職員や学生への建学の精神・教育理念の通知方法について 

 「建学の精神」を『学生の便覧』及び『規則集』の冒頭に掲げ、またホームページ

にも掲載し、精神の浸透に努めている。また、その具体的なかたちとしてカリキュラ

ムに反映されている。 

 

【教育目的、教育目標について】 

(1)全学的な教育目的や教育目標、各学科の具体的教育目的や教育目標について 

①ビジネス実務学科 

 ビジネス実務学科は、社会人としての幅広い教養と豊かな人間性を持ち、ビジネス

実務の遂行に不可欠な知識・技能を身につけた有為な人材を育成し、地域社会に貢献

するとともに、経済社会の発展に寄与することを目的とする。 

②こども学科 

 こども学科は、社会人としての幅広い教養と豊かな人間性を持ち、確かな保育理論

と実践力を身につけた有為な人材を育成し、地域社会に貢献するとともに、望ましい

子育て環境の形成に寄与することを目的とする。 
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(2)教職員や学生への各学科の教育目標や教育目標の周知方法、および学外への公表方

法について 

 学内へは「建学の精神」の周知と同様、『規則集』や『学生便覧』等に掲載するこ

とで、また学外へは大学案内やWEBページ等で周知を図っている。特に新入生に対して

は、毎年３月末に行われる入学前教育や４月当初の新入生ガイダンスにおいて周知徹

底を図り、２年生に対しても年度当初のガイダンスを通して当該学科の目的・目標を

周知している。 

 

【定期的な点検等について】 

(1)建学の精神や教育理念の解釈の見直し、および教育目的や教育目標の定期的な点検

について 

建学の精神・教育理念は教育の根幹をなすものであり、本学では開学以来一貫して

堅持している。平成 20 年度に一部改訂を行うものの、基本的な姿勢について修正は行

われていない。教育課程の点検は毎年のように実施しており、その方法については教

務委員会で議論され、教授会の審議を経て実施されている。 

 

(2)建学の精神や教育理念の解釈の見直し、および教育目的や教育目標の点検を教職員

や学生へ周知するための施策等について 

 

大学としての全ての案件は、教務委員会、紀要委員会、学生委員会、学生募集・広

報活動協議会、入試委員会、自己点検・評価委員会、FD 委員会、キャリアセンター委

員会、情報メディアセンター委員会、エクステンションセンター委員会、教員・保育

士養成課程委員会の 11 の委員会で審議され、その後、各委員会の長から構成される調

整機関としての役割を担う委員長会議を経て、最高議決機関である教授会の決議をも

って施策を実施している。いずれの委員会にも付されない審議事項については運営会

議において審議されるが、これもまた教授会が最終議決決定をもっている。 

学生への告知は、掲示板やゼミ等を通して行われている。理事会は学長、副学長も

構成員となっており、教育・研究に関して機会があるたびに情報交換し、意見を得て

いる。さらに、学則等重要な規則改正は審議を行なって決議している。 
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Ⅱ 教育の内容 

 

【教育課程について】 

(1)学科等の現在の教育課程表 

 川口短期大学はビジネス実務学科とこども学科の２学科から構成されている。それ

ぞれの学科の教育課程は以下に示す教育課程表のとおりである。 

 なお、平成 20 年度に学科の新設としてこども学科が設置され、学科の改組転換とし

てビジネス実務学科が設置されたことから、平成 22 年度は両学科とも設置からの完成

年度を経過したこととなり、文部科学省への申請時のカリキュラムを変更し、より教

育的効果の期待される新規講座が開設されることとなった。 

 

ビジネス実務学科 教育課程 

（平成24年5月1日時点） 

講義 演習 実習 必修 選択 自由 専任 兼担 兼任

経営学 ○ 2 ○ 2 81
情報処理演習 ○ 2 ○ 3 80
基礎日本語表現 ○ 2 ○ 2 79
基礎英語 ○ 2 ○ 3 80
キャリアデザインⅠ ○ 2 ○ 3 79
キャリアデザインⅡ ○ 2 ○ 3 73
実務家特講 ○ 2 ○ 1 43
インターンシップ ○ 2 ○ 1 2
インターンシップ指導（事前事後） ○ 1 ○ 1 2
基礎力養成Ⅰ（非言語分野） ○ 2 ○ 1 73
基礎力養成Ⅱ（言語分野/時事） ○ 2 ○ 1 42
文学 ○ 2 ○ 1 19
歴史学 ○ 2 ○ 1 25
ボランティア論 ○ 2 ○ 1 57
文化論 ○ 2 ○ ○ 2 60
環境論 ○ 2 ○ 1 61
数学 ○ 2 ○ 1 34
自然科学概論 ○ 2 ○ 1 53
法学 ○ 2 ○ 1 30
経営管理論 ○ 2 ○ 1 38 コース必修科目
現代経済論 ○ 2 ○ 1 36 コース必修科目
現代企業論 ○ 2 ○ 1 39
財務管理論 ○ 2 ○ 1 35
マーケティング論 ○ 2 ○ 1 38
人的資源管理論 ○ 2 ○ 1 32
環境経済論 ○ 2 ○ 1 27
秘書実務 ○ 2 ○ 1 22
ビジネス実務Ⅰ ○ 2 ○ 1 39 コース必修科目
ビジネス実務Ⅱ ○ 2 ○ 1 31
ビジネス実務Ⅲ ○ 2 ○ 1 8
プレゼンテーションⅠ ○ 2 ○ 1 11
プレゼンテーションⅡ ○ 2 ○ 1 13
会計学 ○ 2 ○ 1 17 コース必修科目
初級簿記 ○ 4 ○ ○ 2 50 2コマ連続開講（コース必修科目）

中級簿記 ○ 4 ○ 1 14 2コマ連続開講
原価計算 ○ 4 ○ 1 16 2コマ連続開講
コンピュータ会計 ○ 2 ○ 1 28
管理会計論 ○ 2 ○ 1 11
税務会計論 ○ 2 ○ 1 3
日商簿記検定Ⅰ ○ 2 ○ 1 27
日商簿記検定Ⅱ ○ 2 ○ 1 2

履修者数
(前年度) 備考

教
養
科
目

経
営
実
務
コ
ー

ス

簿
記
会
計
コ
ー

ス

科目の
種別 授業科目名

授業形態 単位 教員配置
クラス数

専
門
科
目
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講義 演習 実習 必修 選択 自由 専任 兼担 兼任

情報処理概論 ○ 2 ○ 1 28 コース必修科目
文書作成Ⅰ ○ 2 ○ 2 61 コース必修科目
文書作成Ⅱ ○ 2 ○ 2 49
データ活用Ⅰ ○ 2 ○ 2 54 コース必修科目
データ活用Ⅱ ○ 2 ○ 1 27
データベース ○ 2 ○ 1 51
システム開発 ○ 2 ○ 1 25
システム設計 ○ 2 ○ 1 19
ネットワーク ○ 2 ○ 1 13
Webプログラミング ○ 2 ○ 1 33
Webデザイン ○ 2 ○ 1 27
経営情報論 ○ 2 ○ 1 23
心理学Ⅰ ○ 2 ○ 1 75 コース必修科目
心理学Ⅱ ○ 2 ○ 1 55 コース必修科目
産業・組織心理学Ⅰ ○ 2 ○ 1 20
産業・組織心理学Ⅱ ○ 2 ○ 1 28
臨床心理学 ○ 2 ○ 1 33
心理学特論Ⅰ ○ 2 ○ 1 62
心理学特論Ⅱ ○ 2 ○ 1 41
メンタルケア ○ 2 ○ 1 34
医療事務 ○ 2 ○ 1 45 コース必修科目
医療ビジネス ○ 2 ○ 1 61
医療情報システム ○ 2 ○ 1 38
医療コミュニケーション ○ 2 ○ 1 34
健康科学 ○ 2 ○ 1 46
日本語表現法 ○ 2 ○ 1 38 コース必修科目
論作文技法Ⅰ ○ 2 ○ 1 16 コース必修科目
論作文技法Ⅱ ○ 2 ○ 1 7
漢字能力検定Ⅰ ○ 2 ○ 1 27
漢字能力検定Ⅱ ○ 2 ○ 1 41
硬筆書写検定 ○ 2 ○ 1 31
コミュニケーション技法 ○ 2 ○ 1 46
ビジネス英語 ○ 2 ○ 1 9 コース必修科目
英会話Ⅰ ○ 2 ○ 1 6
英会話Ⅱ ○ 2 ○ 1 2
TOEICⅠ ○ 2 ○ 1 7
TOEICⅡ ○ 2 ○ 1 3
海外事情 ○ 2 ○ 1 4
海外研修 ○ 2 ○ 1 1 平成22年度開講なし
ゼミⅠ ○ 2 ○ 6 79
ゼミⅡ ○ 2 ○ 6 72
ゼミⅢ ○ 2 ○ 7 89
ゼミⅣ ○ 2 ○ 7 86

ゼミ

ビ
ジ
ネ
ス
情
報
コ
ー

ス

ビ
ジ
ネ
ス
心
理
コ
ー

ス

言
語
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
コ
ー

ス

教員配置
クラス数

履修者数
(前年度) 備考

専
門
科
目

科目の
種別 授業科目名

授業形態 単位

 
※自由選択科目としてこども学科開講 8 科目及び埼玉学園大学単位互換科目 38 科目よ

り 8 単位以下履修が可能。 
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こども学科 教育課程 

（平成 24 年 5 月 1 日時点） 

講義 演習 実習 必修 選択 自由 専任 兼担 兼任

日本の憲法 ○ 2 ○ 1 127
文章表現法 ○ 2 ○ 2 159
英語コミュニケーション ○ 2 ○ 6 127
情報機器演習 ○ 2 ○ 3 131
生涯スポーツⅠ ○ 2 ○ 2 172
生涯スポーツⅡ ○ 1 ○ 3 159
知の技術 ○ 2 ○ 3 171
国語（書写を含む） ○ 2 ○ 2 92
社会 ○ 2 ○ 2 8
算数 ○ 2 ○ 1 11
理科 ○ 2 ○ 2 9
生活 ○ 2 ○ 1 8
音楽Ⅰ ○ 1 ○ ○ 4 174
音楽Ⅱ ○ 1 ○ ○ 4 164
音楽Ⅲ ○ 1 ○ ○ 3 105
図画工作 ○ 1 ○ 3 136
家庭 ○ 2 ○ 1 2
体育 ○ 1 ○ 4 170
教職概論 ○ 2 ○ 2 170
教育原理 ○ 2 ○ 2 173
教育心理学 ○ 2 ○ 2 134
発達心理学 ○ 2 ○ 2 174
教育課程論 ○ 2 ○ 2 172
保育内容総論 ○ 1 ○ 2 163
保育内容（健康） ○ 1 ○ 4 158
保育内容（人間関係） ○ 1 ○ 3 136
保育内容（環境） ○ 1 ○ 3 155
保育内容（言葉） ○ 1 ○ 4 174
保育内容（表現･音楽） ○ 1 ○ 6 168
保育内容（表現･造形）Ⅰ ○ 1 ○ 4 168
保育内容（表現･造形）Ⅱ ○ 1 ○ 4 156
初等教科教育法（国語） ○ 2 ○ 1 10
初等教科教育法（社会） ○ 2 ○ 1 12
初等教科教育法（算数） ○ 2 ○ 1 5
初等教科教育法（理科） ○ 2 ○ 1 11
初等教科教育法（生活） ○ 2 ○ 1 0
初等教科教育法（音楽） ○ 2 ○ 1 5
初等教科教育法（図画工作） ○ 2 ○ 1 1
初等教科教育法（家庭） ○ 2 ○ 1 3
初等教科教育法（体育） ○ 2 ○ 1 5
道徳の指導法 ○ 2 ○ 2 17
特別活動の指導法 ○ 2 ○ 1 4
教育方法論 ○ 2 ○ 2 123
生徒･進路指導の理論と方法 ○ 2 ○ 1 4
教育相談の理論と方法 ○ 2 ○ 2 117
児童文化 ○ 2 ○ 3 151
幼児理解 ○ 2 ○ 1 151
児童文学 ○ 2 ○ 1 1
児童英語 ○ 2 ○ 1 3
社会福祉論 ○ 2 ○ 2 158
社会福祉援助技術Ⅰ ○ 1 ○ 3 130
保育相談支援 ○ 1 ○ 3 135
児童家庭福祉 ○ 2 ○ 2 136

クラス数
履修者数
(前年度) 備考

教
養
科
目

科目の
種別 授業科目名

授業形態 単位 教員配置

専
門
科
目
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講義 演習 実習 必修 選択 自由 専任 兼担 兼任

保育原理 ○ 2 ○ 2 152
保育原理Ⅱ ○ 2 ○ 2 136
社会的養護 ○ 2 ○ 2 151
子どもの保健Ⅰ ○ 2 ○ 2 175
子どもの保健Ⅱ ○ 2 ○ 2 156
子どもの保健Ⅲ ○ 1 ○ 4 151
子どもの食と栄養Ⅰ ○ 1 ○ 4 168
子どもの食と栄養Ⅱ ○ 1 ○ 3 153
精神保健 ○ 2 ○ 2 130
乳児保育Ⅰ ○ 1 ○ 3 156
乳児保育Ⅱ ○ 1 ○ 3 135
障害児保育Ⅰ ○ 1 ○ 4 170
障害児保育Ⅱ ○ 1 ○ 4 151
社会的養護内容 ○ 1 ○ 3 149
栽培 ○ 1 ○ 2 56
演劇 ○ 1 ○ 2 24
地域子育て支援論 ○ 2 ○ 2 126
家庭支援論 ○ 2 ○ 2 135
在宅保育 ○ 2 ○ 2 125
教育実習指導(事前事後)(幼稚園) ○ 1 ○ 3 103
教育実習Ⅰ(幼稚園) ○ 2 ○ 1 130
教育実習Ⅱ(幼稚園) ○ 2 ○ 1 88
教育実習指導(事前事後)(小学校) ○ 1 ○ 1 5
教育実習Ⅰ(小学校) ○ 2 ○ 1 0
教育実習Ⅱ(小学校) ○ 2 ○ 1 4
保育実習指導(事前事後) ○ 1 ○ 2 128
保育実習指導Ⅰ(事前事後) ○ 1 ○ 3 149
保育実習指導Ⅱ(事前事後) ○ 1 ○ 3 145
保育実習Ⅰ(保育所) ○ 2 ○ 1 136
保育実習Ⅱ(施設) ○ 2 ○ 1 151
保育実習Ⅲ(保育所) ○ 2 ○ 1 93
保育実習Ⅳ(施設) ○ 2 ○ 1 22
教職実践演習 ○ 2 ○ 7 87
総合演習Ⅰ ○ 1 ○ 14 136

保育・教育学演習Ⅰ ○ 1 ○ 14 154
総合演習Ⅱ ○ 1 ○ 14 131

専
門
科
目

ゼミ

クラス数  履修者数(前年度) 備考
科目の
種別 授業科目名

授業形態 単位 教員配置

 
※自由選択科目としてビジネス実務学科開講 10 科目より 14 単位以下履修可能。 

 

図書館司書課程 

（平成 24 年 5 月 1 日時点） 

講義 演習 実習 必修 選択 自由

生涯学習概論 ○ 2 3
図書館情報学Ⅰ（概論） ○ 2 1
図書館経営論 ○ 1 1
図書館情報学Ⅱ（各論） ○ 2 1
情報サービス概説 ○ 2 1
レファレンスサービス演習 ○ 1 1
情報検索論 ○ 2 1
図書館資料論 ○ 2 1
専門資料論 ○ 1 1
資料組織概説 ○ 2 1
資料組織演習 ○ 2 1
児童サービス論 ○ 1 1
図書及び図書館史 ○ 1 1
資料特論 ○ 1 1
コミュニケーション学Ⅰ ○ 2 2
情報機器の操作 ○ 2 1
図書館特論 ○ 1 1

授業科目名
授業形態 単位

クラス数 備考

埼玉学園大学開講科目
※特別聴講学生として受講
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学校図書館司書教諭免許課程（こども学科） 

（平成 24 年 5 月 1 日時点） 

講義 演習 実習 必修 選択 自由

学校経営と学校図書館 ○ 2 1
学校図書館メディアの構成 ○ 2 1
学習指導と学校図書館 ○ 2 1
読書と豊かな人間性 ○ 2 1
情報メディアの活用 ○ 2 2

クラス数 備考

埼玉学園大学開講科目
※特別聴講学生として受講

授業科目名
授業形態 単位

 
 

(2)教養教育の取り組み、専門教育の内容、授業形態のバランス、必修・選択のバラン

ス、専任教員の配置等について 

①ビジネス実務学科 

本学科は、平成 20 年度に、従来の「ビジネスキャリア開発学科」から「ビジネス実

務学科」に名称変更した。その際に「学術研究を通し創造性豊かな実践的な人材を育

成する」ことを教育目的・教育目標と明記した。具体的にいえば、「教養に裏付けられ

た職業能力」を養成し、より良き社会人として通用する職業人、すなわち社会人とし

ての幅広い教養と職業人としての高度な専門的知識・技能を兼ね備えた人材を育成す

ることを目標とした。カリキュラム上の特徴として、学生全員に所持させているノー

ト型パソコンを使用しての IT 活用教育があげられ、また全員が 5 つのコースのいずれ

かに所属し、専門科目を履修することで自分の将来への展望を開いている。さらに、2

年間を 4 つのクールに分けて 1 年生前期から 2 年生後期まで、その専門性を段階的に

学修できるようにしてある。ちなみに、本学はセメスター制を導入しており、半期ご

とに成績評価を出している。 

(ｱ)教養教育 

「経営学」、「情報処理演習」、「基礎日本語表現」、「基礎英語」、「キャリアデザイン I」、

「キャリアデザインⅡ」の 6 科目を必修科目とし、1 年次からのキャリア支援と社会人

としての教養教育に配慮している。 

(ｲ)専門教育 

 学生は、「経営実務コース」、「簿記会計コース」、「ビジネス情報コース」、「ビジネス

心理コース」、「言語コミュニケーションコース」の 5 コースのいずれかに属し、2～3

科目のコース必修科目を履修する。また、興味・関心に応じ、他コースからの選択も

可能にしてある。 

(ｳ)授業形態 

 講義形式と合わせ、演習にも力を入れ、スキルアップを図っている。また、実務家を招

き、社会の実情を講義してもらう授業を設置し、さらに「インターンシップ」を授業に組

み込み、企業での研修を実施することで、社会人としての意識高揚にも努めている。 

(ｴ)必修・選択科目 

 卒業に必要な 68 単位中、必修単位は教養科目 12 単位、コース必修単位 6 単位、ゼ

ミ 8 単位の計 26 単位である。6 割以上は選択科目を配し、学生の多様な関心に応える

ものとしている。 
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(ｵ)専任教員の配置 

専任教員は、平成 22 年度 8 名、平成 23 年度 7 名によって構成されている。各教員

は、教養、専門それぞれの分野にまたがって学生の教育指導にあたっている。 

②こども学科 

本学科は、平成 20 年度に、「ビジネス実務学科」に加えて「こども学科」として開

設された。その際に本学の教育理念である「建学の精神」のもとこども学科の教育理

念として「温 か い ま な ざ し を も っ て 、 求 め ら れ る 保 育 者 を 送 り 出 す 」ことを

目指してきた。教育方針としては、乳 幼 児 の 保 育 や 教 育 に 関 す る 理 論 的 お よ び

実 践 的 な 教 育 ・ 研 究 を 行 う こ と に よ り 、 学 生 が 実 際 に 乳 幼 児 と か か わ る う

え で 役 立 つ 知 識 と 教 養 、 豊 か な 人 間 性 、 実 践 的 技 能 を 持 っ た 人材を育成する

ことを目的としている。ビジネス実務学科同様、セメスター制を導入しているので、

半期ごとに授業を完結させ成績を評価している。 

(ｱ)教養教育 

「生涯スポーツⅠ」、「生涯スポーツⅡ」、「文章表現法」、「日本の憲法」、「英語コミュ 

ニケーション」、「情報機器演習」、「知の技術」（平成 22 年度開講）の 7 科目を設定し、

保育者に限ることなく、社会人としても豊かな生活ができるよう教養教育に努めている。 

(ｲ)専門教育 

「国語」、「生活」、「音楽」など教科教育に必要な科目群、「教育原理」、「教育心理」、「幼 

児理解」など幼稚園・小学校教諭免許状取得に必要な科目群、「保育原理」、「児童福祉」、

「小児保健」および「保育内容」の 5 領域など保育士資格に必要な科目群を設定し、

幼稚園・小学校教諭免許状と保育士資格取得に必要な教科について、それぞれの法令

に基づいた科目を満遍なく履修できるよう設定し、教員、保育士として必要な専門的

知識・技能を身に付けることができるよう養成教育（専門教育）の充実に努めている。 

(ｳ)授業形態 

栽培や演劇など直接的・具体的な体験を通した授業を配置することで専門性・協調 

性を深めることができるよう配慮している。また、教養科目 7 科目のうち 2 科目、専

門科目 76 科目のうち 45 科目、これらいずれにも属さないゼミ 2 科目を演習形態ある

いは実習形態の科目としている。授業全体の約 6 割が演習・実習形態の科目であり、

講義科目の中にも演習・実習的要素の強い科目も多数含まれている。 

(ｴ)必修・選択科目 

学生が、2 年間で保育士資格、幼稚園教諭二種免許状、小学校教諭二種免許状〈平 

成 22 年度設置〉、ベビーシッター資格を取得できるように授業科目を配置してある。

また、免許や資格にこだわらない学生が、主体的かつ自由に科目が履修できるよう、

必修科目の割合を極力抑え、選択科目の割合を増やしている。卒業に必要な単位数 68

単位のうち、必修科目（総合演習を含む）は 23 単位（17 科目）にすぎない。 

(ｵ)専任教員の配置 

専任教員は、平成 22 年度 14 名、平成 23 年度 15 名によって構成されている。教養

教育 2 分野、専門教育 12 分野のそれぞれに専任教員を配置し、専門分野のバランス、

及び職階構成にも留意している。 
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(3)当該教育課程を履修することによって取得が可能な免許・資格と、その免許・資格

の履修方法について 

 

本学教育課程の履修で取得できる資格 

学 科 取得可能な免許・資格 

ビジネス実務学科 ビジネス実務士 

こども学科 
保育士資格 幼稚園教諭二種免許状 ベビーシッター資格 

小学校教諭二種免許状（22 年度より） 

他の教育課程等で取得できる資格 

学校図書館司書教諭（22 年度より）、図書館司書資格（22 年度より）、おもちゃインス

トラクター、ネイチャーゲームリーダー 

※ 司書関係は併設の埼玉学園大学にて開講。おもちゃインストラクターとネイチャー

ゲームリーダーは両大学運営のエクステンションセンターにて開講。センターでは、

公務員試験対策、簿記検定対策、販売士検定、宅地建物取引主任者試験対策、ファイ

ナンシャルプランナー、医療事務講座など、学生の実力向上と将来のキャリア支援を

めざして、数多くの講座を専門の外部機関に委託して開講している。 

 

各種検定試験等合格者の単位認定 

 

 ビジネス実務学科では、各種検定試験に合格した学生に対し、一部の科目の単位を

認定し、授与する制度がある。単位認定対象検定一覧は次のとおりである。 
検定試験等の名称 認 定 基 準 検定等の実施団体等の名称 認定する授業科目 認定単位数

日商 PC 試験（文書作成） 3 級 日本商工会議所 文書作成Ⅰ 2 単位
MOS 検定（Word） Specialist （株）オデッセイコミュニケーションズ 文書作成Ⅰ 2 単位
日商 PC 試験（文書作成） 2 級 日本商工会議所 文書作成Ⅱ 2 単位
MOS 検定（Word） Expert （株）オデッセイコミュニケーションズ 文書作成Ⅱ 2 単位
日商 PC 試験（データ活用） 3 級 日本商工会議所 データ活用Ⅰ 2 単位
MOS 検定（Excel） Specialist （株）オデッセイコミュニケーションズ データ活用Ⅰ 2 単位
日商 PC 試験（データ活用） 2 級 日本商工会議所 データ活用Ⅱ 2 単位
MOS 検定（Excel） Expert （株）オデッセイコミュニケーションズ データ活用Ⅱ 2 単位
漢字能力検定 3 級 （財）日本漢字能力検定協会 漢字能力検定Ⅰ 2 単位
漢字能力検定 2 級 （財）日本漢字能力検定協会 漢字能力検定Ⅱ 2 単位
硬筆書写検定 2 級 （財）日本書写技能検定協会 硬筆書写検定 2 単位
英語検定 2 級以上 （財）全国商業高等学校協会 基礎英語 2 単位
実用英語技能検定 準 2 級以上 （財）日本英語検定協会 基礎英語 2 単位
TOEIC 470 点以上 （財）国際ビジネスコミュニケーション協会 TOEICⅠ 2 単位
TOEIC 470 点以上 （財）国際ビジネスコミュニケーション協会 TOEICⅡ 2 単位
簿記検定 3 級 日本商工会議所 初級簿記 4 単位
簿記検定 2 級 日本商工会議所 初級簿記 4 単位
簿記検定 2 級 日本商工会議所 中級簿記 4 単位
簿記検定 3 級 日本商工会議所 日商簿記検定Ⅰ 2 単位
簿記検定 2 級 日本商工会議所 日商簿記検定Ⅱ 2 単位
簿記検定 2 級 日本商工会議所 原価計算 4 単位
秘書技能検定 3 級 （財）実務技能検定協会 秘書実務 2 単位
秘書技能検定 2 級 （財）実務技能検定協会 秘書実務 2 単位
秘書技能検定 2 級 （財）実務技能検定協会 ビジネス実務Ⅱ 2 単位
秘書技能検定 準 1 級 （財）実務技能検定協会 ビジネス実務Ⅱ 2 単位
販売士 3 級 日本商工会議所 秘書実務 2 単位
販売士 2 級 日本商工会議所 秘書実務 2 単位
販売士 2 級 日本商工会議所 ビジネス実務Ⅱ 2 単位
医療秘書技能検定 3 級 医療秘書教育全国協議会 医療事務 2 単位
アロマテラピー検定 2 級 （社）日本アロマ環境協会 心理学特論Ⅰ 2 単位
カラーコーディネーター検定 3 級 東京商工会議所 心理学特論Ⅱ 2 単位
色彩検定 3 級 （社）全国服飾教育者連合会 心理学特論Ⅱ 2 単位
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(4)科目選択における指導方法や時間割上の工夫について 

学生に配布する『講義要項』において、大学についての概略や履修方法は詳細に記さ

れている。そのことは、3月末に行われる入学前ガイダンス、入学後の総合ガイダンス

において詳しく説明している。さらに、各ゼミ、クラスごとにそれぞれチューターか

らも個別指導している。科目履修登録は、両学科の学生ともコンピュータを利用して

登録をしている。その際には、1年次、2年次の修得単位および必修科目、選択科目の

バランスを考慮させている。なお、ビジネス実務学科では、併設の埼玉学園大学にお

いて単位互換科目として開講されている38科目を自由選択科目として、8単位まで履修

できることを説明し、学生の多様な興味・関心に応えている。 

 

(5)卒業用件単位数及びその他の卒業用件と、学生に対する卒業用件の周知方法について 

両学科とも、教養科目と専門科目を合計して68単位以上の取得を卒業要件と定めている。

 

卒業要件単位数 

学科 教養科目 専門科目 ゼミ 合計 

ビジネス実務学科 

必修科目12単位 

選択科目8単位以上

コース必修科目 

6単位 

コース選択科目 

10単位以上 

共通選択科目 

(所属コース及び他コース) 

16単位以上 

8単位 
68単位以上 

自由選択科目(こども学科開講科目及び単位互換科目) 8単位以内 

こども学科 

(平成20、21年度入学生に適用) 

選択科目6単位以上
必修科目20単位 

選択科目26単位以上 
2単位 

68単位以上 

自由選択科目(ビジネス実務学科開講科目)14単位以内 

こども学科 

(平成22年度入学生に適用) 

必修科目2単位 

選択科目4単位以上

必修科目19単位 

選択科目27単位以上 
2単位 

68単位以上 

自由選択科目(ビジネス実務学科開講科目)14単位以内 

学生に配布する『学生便覧』や『講義要項』において、卒業要件等は詳細に記され

ている。そのことは、3月末に行われる入学前ガイダンス、入学後の総合ガイダンスに

おいて詳しく説明している。さらに、各ゼミ、クラスごとにそれぞれチューターから

も個別指導している。 

 

(6)教育課程の見直し、改善についての学科の現状について 

①ビジネス実務学科 

 平成 20 年度に「ビジネスキャリア開発学科」を「ビジネス実務学科」に名称変更し

た。主な内容変更は、教養科目と専門科目のバランスを見直したことであった。「ビジ

ネスキャリア開発学科」では 60 科目に及ぶ教養科目を置き、専門科目数を上回ってい

たが、「ビジネス実務学科」では、教養科目数を 17 科目に抑え、専門科目を 5 つのコ

ースにわけ、専門性に重点化をはかった。22 年度は教養科目として、新たに「法学」

と「インターンシップ（事前事後指導）」を開講した。 

②こども学科 

 平成 20 年度の開設学科ということもあり、設置開設年度を経た 22 年度より見直し、

改善を図るべく、保育者養成に加え、学生の幅広い資格習得のニーズに応えるために、

22 年度より小学校教諭二種免許状取得を目指すための科目群を設置して、幼・小両方
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の教諭免許状取得を可能にした。また、初年次教育を充実させるために、基礎教養修

得科目「知の技術」を開講した。 

 

【教育内容・教育方法について】 

(1)シラバスあるいは講義要項を作成・配布する際の配慮や学生への周知方法等 

『講義要項』は毎年度初めの前期総合ガイダンスで配布し、詳細にわたり学生に周

知している。『講義要項』の記載内容は、授業目標、授業概要、15 回分の授業計画、教

科書名、評価方法、その他から構成されている。執筆にあたっては、わかりやすさを

心がけている。 

 

(2)特徴的な教育内容 

①他の教育機関との単位互換制度 

 本学では併設の埼玉学園大学と単位互換制度を実施している。埼玉学園大学の40科

目が履修可能となっており、本学から埼玉学園大学には「栽培」、「秘書実務」、「海

外事情」、「海外研修」の4科目を提供している。 

②習熟度別授業 

(ｱ)ビジネス実務学科 

入学前教育で実施しているプレースメントテスト（日本語、英語、数学）やアンケ

ートを参考にして「基礎英語」、「情報処理演習」のクラス分けをし、習熟度に応じ

た授業をしている。 

(ｲ)こども学科 

習熟度に応じたクラス編成を行っている。「英語コミュニケーション」では、入学

前ガイダンスで実施しているプレースメントテスト（英語）の結果も参考にしてクラ

ス分けをし、習熟度に応じた授業をしている。音楽については、入学前ガイダンスで

実施するアンケートを元に習熟度別のクラスを設置し、各学生の習熟度や理解度、要

望に応じたきめ細かい教育・指導を行っており、とりわけピアノ技能の向上に効果を

発揮している。「音楽Ⅰ」の授業では、クラスを 2 つに分け、音楽に関する基礎知識や

理論、歌唱法を学ぶクラス授業（45 分）と経験の異なる学生に対し複数教員で担当す

る個人レッスン授業（45 分）をしており、同時進行させることで、90 分を合理的な学

習形態にしている。 

③情報・メディア教育 

本学では、日常的にパソコンを使用することで、パソコン操作と情報処理のスキル

が向上するよう、ビジネス実務学科の学生全員にノート型パソコンを所持させている。

パソコンの使用については、情報処理関係の授業はもとより、他の科目についてもそ

の使用を奨励し、教員と学生との連絡や、就職情報の提供などにも利用するなど、教

育や学校生活のさまざまな場面においてもパソコンを活用させるように努めている。

また学内に無線 LAN を敷設し、学内各所で自由にネットワークに接続できるように設

備の充実も図っている。また、小学校教諭免許の取得が可能になったことから、こど

も学科においても情報メディア教育の充実が検討されている。 

④海外研修制度 

平成 18 年度から、カナダ西海岸バンクーバー市に隣接するニュー・ウェストミンス 

ター市にあるダグラス・カレッジ（Douglas College）と協定を締結し、選択科目として
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「海外研修」を配置している。実施計画では、毎年 3 月に 3 週間の予定で学生を派遣し、

ホームステイをしながら、英語研修と社会見学によって英語力の向上と異文化理解の促進

を図っている。しかし残念なことに、平成 22 年、23 年度において実績はなかった。 

 

⑤インターンシップ 

(ｱ)ビジネス実務学科 

選択科目として「インターンシップ」を配置している。例年約 20 名の学生が受講し、

平均 10 日間ほど、民間企業や行政機関などの受入れ先で職業実習を体験している。受

講した学生は、働くことの喜びや厳しさに触れつつ、多くのことを学び、より前向き

に就職活動に励んでおり、その教育効果が上がっている。 

(ｲ)こども学科 

教育実習、保育実習は 2 年間で 5 回あり、春休みや夏休みにも実施している。教員・

保育士としての資格取得には必須のものであり、学生たちは実習を通して多くのことを

学び、自分のキャリア形成に役立てている。 

⑥クラス制とゼミナール制 

「一人ひとりへ温かいまなざし」というコンセプトを最大限活かす場は、クラス制と

ゼミナール制に集約される。 

(ｱ)ビジネス実務学科 

学生は入学時に 5 コースのいずれかに属し、2 年間を過ごす。また、専任教員の主催

するいずれかのゼミに属し、オフィスアワー等を利用して、チューターも兼ねるゼミ

担当教員の指導を受ける。ゼミは、1 年次前期終了時に 1 回だけ他のゼミへの移動を認

めている。ゼミの最大学生数は 20 名を上限としているので第 3 希望までとっている。

学生はゼミでの専門的内容にとどまらず、生活面、進路面等多岐に渡ってチューター

からの指導、助言を受けている。 

(ｲ)こども学科 

1 年次に 25 名ずつ 6 クラスに分かれ、それぞれに 2 名のチューターを配し、履修関

係、実習関係、学生生活などに関する指導、確認を行っている。2 年次は、全専任教員

が専門分野を生かした総合演習Ⅰ,Ⅱを開講している。総合演習は必修のゼミであり、

よりきめの細かい学生指導の徹底を目標としている。またオフィスアワーを設置する

などして、個別相談の充実にも努めている。ゼミ担当の教員が他の教員や各委員会と

連携を図ることによって、より円滑な学生生活の補助を行っている。 

 

【教育改善への努力について】 

(1)学生による授業評価の概要 

 本学は半期ごとのセメスター制をとっているので、非常勤講師を含めた全教員を対

象に、年 2 回学生による授業評価を行っている。記載内容は、学生の授業に臨む姿勢

や授業内容に関して、一問一答式の 5 段階評価を行うと同時に自由記述部分から構成

されている。各授業の集計結果はレーダーチャートで示し、教員のコメントを添えて、

情報メディアセンターや事務局窓口にて公開している。 
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(2)短期大学全体の授業改善への組織的な取り組み状況 

授業改善は、学長を委員長とするFD委員会を設けて、授業改善や教員の教育力の向

上を目的にした活動計画を年度ごとに立てて実施している。例年、①学生による授業

アンケートの実施とその結果についての確認、②カリキュラムに関する勉強会、③教

育者および研究者としての心構え、などについて、有識者による講演会を実施するこ

との3点を柱として実施している。こうした取り組みにより授業改善は有効に行われて

いると考えている。ビジネス実務学科、こども学科それぞれで頻繁に行われている情

報交換会は、教育改善に果たす役割が大きく、これもFD活動の範疇に入るものと考え

ている。 

 

(3)担当授業について教員間の意志の疎通や協力体制、および兼任講師との意思の疎通

について 

 

①ビジネス実務学科 

専任教員間では随時開かれる「情報交換会」において、学生の出席状況、授業態度、

履修状況等について意見交換を行い、議論を深め、問題に対し適宜対処しており、協

力体制は基本的に維持されている。また、非常勤講師との「カリキュラムに関する勉

強会」もきわめて重要であり、FD活動の一環として、年度初めにコースごとに授業内

容等について意見の交換を図っており、専任、非常勤双方から要望などを出し合い、

授業改善に取り組んでいる。 

②こども学科 

こども学科では、「情報交換会」を必要に応じて開き、教員間で授業の進行上の問

題や、学修上(含生活上)問題の発生した学生について、情報を交換し合い、解決に向

けて話し合いをしている。特に学生を実習に出すにあたり、あるいは実習期間中の指

導については、十分な意志の疎通と協力体制がとられている。また、授業の内容に関

しては、シラバスと実際上の授業の展開などから、必要な内容の欠落がないか、無駄

な重複がないかなども話し合っている。 

 非常勤講師との理解、協力については、年度初めにFD活動の一環として開かれる「カ

リキュラムに関する勉強会」で意見交換し、教育内容、方針の整合性を担保するよう

努めている。必要に応じて初回授業時に、専任教員による確認事項や説明を通して円

滑な授業実施を目指している。特に音楽は非常勤講師が多いので、全学生の進度を確

認するため、毎月ミーティングを行っている。 
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Ⅲ 教育の実施体制 

 

【教員組織について】 

(1)専任教員数について 

本学は学校法人峯徳学園が運営する 2 年生の短期大学であり、ビジネス実務学科と

こども学科の 2 学科の教育研究組織である。 

学科ごとの教育研究上の目的は、学則において明記しているところである。 

本学の専任教員数は、下表に示したとおりであり、各学科の短期大学設置基準上の

必要教員数及び教授の数はいずれも充足している。また、こども学科においては、教

育職員免許課程設置に必要な教員数及び厚生労働省の定める保育士養成課程設置に必

要な教員数も充足しているところである。 

            
（平成 23 年 5 月 1 日現在） 

学科等名  
専任教員数  

設置基準で 

定める教員数 
助

手

備考  

（適用分野）  
教授 准教授 講師 助教 計 [イ ] [ロ ]

ビジネス実務学科 3 3 １ 0 7 7 - 0 経済学関係 

こども学科 5 5 5 0 15 10 - 0 教育学・保育学関係 

（小計） 8 8 6 0 22 17 ‐ 0  

[ロ] - - - - - - 5 0  

合計 8 8 6 0 22 17 5 0  

［イ］ 短期大学設置基準第 22 条別表 1 のイに定める学科の種類応じて定める教員数 

［ロ］ 短期大学設置基準第 22 条別表 1 のロに定める短期大学全体の入学定員に応じ

て定める教員数 

 

(2)短期大学の教員にふさわしい資格と資質について 

 次項に示す本学の教員の採用・昇任について所定の手続きを経て、教員の資格と資

質を評価し適切な人材の確保をしてきているところである。 

教員の個人調書については、別途資料として整理してあるところであるが、学校教

育法施行規則の改正に伴う教育情報の公表の一環として本学ホームページにおいて平

成 23 年 4 月から教員の業績等を積極的に公表し、最新の情報を提供しているところで

ある。  
 
(3)教員の採用、昇任の方針及び運用状況について 

教員の採用は、専任教員、非常勤講師とも公募制を採っており、教員人事は建学の

精神・人材養成の目的を具現化するために適切かつ有機的に教員を配置することを目

指している。 

教員の採用・昇任については「川口短期大学教育職員の選考に関する規則」「川口短

期大学教育職員の選考基準に関する規則」を定め、これに従い採用から昇任に至る手

続きを行っているところである。 
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 採用については、同規定に基づき「教員選考会議」において審議するが、専門的な

事項を調査・審査するために「教員選考会議」の下に「教員選考委員会」を設置する

ことができることとしており、同委員会において選考対象者の経歴、教育研究活動業

績等を基に本学の専任教員として適切かどうかを審査することとしているものである。 

「教員選考委員会」は審査の過程・結果について「教員選考会議」に報告し、学長は

同会議の議に基づき選考し「教授会」報告の上「理事会」の議を経て任用決定される。 

 また、教員の昇任においても同様の手続きを経て選考審査が行われ、任用決定がな

されているところである。   
 

(4)教員の年齢構成等について 

 専任教員 22 人に対して、兼任教員は 43 人であり、兼任教員依存率は 58.4％である。

本学の教育理念に基づく教育内容を実現するために多様な科目を開講していることか

ら、兼任教員への依存度が総体的に高くなっている。 

 専任教員の年齢構成は、全体平均で 47.1 歳で全国の平均年齢＊51.8 歳を大きく下回

っており、年代層についても 40 代が大半という状況にある。 

また、職位別バランスを大学全体でみると、専任教員 22 人中教授が 8 人(36.3%)、

准教授が 8 人(36.3%)、専任講師が 6 人(27.4%)となっている。 

各学科の専任教員の男女比は、「ビジネス実務学科」は男性 5 人、女性 2 人で女性教

員の比率は 28%である。「こども学科」は男性 6 人、女性 9 人とほぼ均衡している。 

 
（教員数、役職別、男女別、年齢構成）           (平成 23 年 4 月 1 日 ) 

学 科 名 
教授 准教授 講師 計 

男 女 男 女 男 女 男 女 

ビジネス実務学科 2 1 2 1 1 - 5 2 

こども学科 1 4 2 3 3 2 6 9 

計 3 5 4 4 4 2 11 11 

 
（専任教員の年齢構成）             (平成 23 年 4 月 1 日) 

学

科 
職位 

66 歳 

以上 

61～ 

65 歳 

56～ 

60 歳 

51～ 

55 歳

46～ 

50 歳

41～ 

45 歳

36～ 

40 歳

31～ 

35 歳 

26～ 

30 歳
計

両 

学 

科 

教授 1 2 2  1 1    7 

准教授  1 1  1 3 2 1  8 

講師     1 2 2 2  7 

 計 1 2 3  3 6 4 3  22

＊ 全国の平均年齢は、文部科学省「平成 22 年度学校教員統計調査」による。 
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(5)専任教員の(a)授業、(b)研究、(c)学生指導、(d)その他教育研究上の業務に対する

取り組み状況について 

 

（a）授業 

 本学の担当コマ基準は 6 コマであり、毎年編成方針を設定し、その方針に基づき実

践している。専任教員間で格差が生じないように配慮しているが、専門分野の性格な

どにより、若干偏りが生じている部分もある。担当科目についての意欲は旺盛で、実

践的な教材の活用、実習などさまざまな改善に努めている。空いている時間は学生指

導に積極的に関わっている。 

（b）研究 

 研究については、「Ⅵ研究」で詳述するが、学長は研究を奨励、促進を図っていて、

本学の研究発表の場である『川口短大紀要』には、毎号ほぼ全員が寄稿している。 

（c）学生指導 

 専任教員は 1，2 年生のクラスやゼミナールを担当し、チューターとして学生の抱え

るさまざまな問題に助言を与えている。教職員で構成される学生委員会では、サーク

ル活動や大学祭などの各種行事、地方出身者などの一人暮らしに対する相談支援を行

っている。 

（d）その他教育研究上の業務 

 専任教員は全員が 11 の各種委員会のいずれかに属し、それぞれの分掌内容に基づき

積極的に活動をしている。 

 

【教育環境について】 

(1)校地、校舎、図書館等について 

校舎・校地一覧表 

（平成 23 年 5 月 1 日現在） 

名称 収容定員
校舎 校地 

基準面積 現有面積 差異 基準面積 現有面積 差異 

川口短期大学   580 人 4,650 ㎡  3,214 ㎡▲1,436 ㎡  5,800 ㎡ 9,950.00 ㎡ 4,150.00 ㎡

埼玉学園大学 1,560 人 9,156 ㎡  9,173 ㎡ 17 ㎡ 15,600 ㎡        0 ㎡▲15,600.00 ㎡

共 有 － － 4,768 ㎡ 4,768 ㎡ － 27,384.55 ㎡ 27,384.55 ㎡

計 2,140 人 13,806 ㎡ 17,155 ㎡ 3,349 ㎡ 21,400 ㎡ 37,334.55 ㎡ 15,934.55 ㎡

基準面積算出計算式 

（1）ビジネス実務学科 収容定員 280 名：この基準面積（校舎）1,800 ㎡ 

（2）こども学科    収容定員 300 名：この基準面積（校舎）2,850 ㎡ 

 

(2)校地・校舎における他の学校等との共有部分についての教育研究上の措置について

埼玉学園大学との共有部分としては情報・メディアセンター、キャリアセンター、

エクステンションセンター、教員・保育士養成支援センターがあり、これらのセンタ

ーについては、同一目的に沿った業務を機能的に活用されており、教育研究上の支障
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が生じることはない。こども学科では、埼玉学園大学と共有している特別教室（図工

教室、乳児保健実習室など）を使用することがあり、それらの使用は、あらかじめ協

議の上、支障がないようにしている。  
 
(3)教育研究に使用する情報機器を設置するパソコン室、マルチメディア室、学内ＬＡ

Ｎ、ＬＬ教室及び学生自習室の整備状況（機種、台数等を含む）及びその使用状況（使

用頻度等）について 

ビジネス実務学科学生に対して、1 人 1 台のノートパソコンの所持を義務づけているた

め、本学には授業用パソコン室はない。また、公開講座や自習などで埼玉学園大学と共用

で使用できる情報ネットワーク室があり、それを利用することも可能である。なお、パソ

コンの使用状況は、無線 LAN を使用して各授業、各教室で行われているため、正確に把

握することは困難であるが、多くの授業で積極的に用いられている。 

 

(4)授業用の機器・備品の整備状況及び整備システム(管理の状況、整備計画等を含む)

の概要について 

 各教室における機器・備品の整備状況は次のとおりである。 

区分 教室名 収容定員 備品等 そ の 他 

多目的ルーム 多目的ルーム   移動式 TV・DVD、グランドピアノ 1 台 埼玉学園大学と併用

音楽教室 201 教室 36 グランドピアノ 1 台、電子ピアノ 37 台   

普通教室 202 教室 59 移動式 TV・DVD   

普通教室 203 教室 79    

普通教室 204 教室 169 移動式 TV・DVD   

ゼミ室 ゼミ室Ⅰ 16 移動式 TV・VTR   

ゼミ室 ゼミ室Ⅱ 44    

ピアノ個人レッスン室 ピアノ個人レッスン室① 7 アップライトピアノ 2 台   

ピアノ個人レッスン室 ピアノ個人レッスン室② 7 アップライトピアノ 2 台   

ピアノ個人レッスン室 ピアノ個人レッスン室③ 7 アップライトピアノ 2 台   

ピアノ個人レッスン室 ピアノ個人レッスン室④ 7 アップライトピアノ 2 台   

普通教室 301 教室 164 備付プロジェクター・スクリーン、無線 LAN   

普通教室 302 教室 86 移動式スクリーン、無線 LAN   

普通教室 303 教室 62 移動式スクリーン、有線 LAN   

普通教室 304 教室 70 有線 LAN   

普通教室 305 教室 63 移動式 TV・DVD、備付スクリーン、有線 LAN   

普通教室 306 教室 72 有線 LAN   

普通教室(秘書実践室) 401 教室 72 移動式 TV・DVD、移動式ｽｸﾘｰﾝ   

普通教室(簿記室) 402 教室 70 無線 LAN   

普通教室 403 教室 81 移動式 TV・DVD、備付ｽｸﾘｰﾝ   

普通教室 404 教室 79 備付スクリーン   

ゼミ室 ゼミ室Ⅲ 16     

図工教室 図工教室 50   埼玉学園大学と併用

乳児保健実習室 乳児保健実習室 50   埼玉学園大学と併用

情報ネットワーク室 3 号館 506 教室 50   埼玉学園大学と併用

＊機器・備品が設置されていない教室には、授業時に可動式機器を移動して授業を行

うこともある。  
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(5) 校地、校舎の安全性、運動場、体育館、学生の休息場所等について 

 毎年、校舎等の保守・点検を実施して不備な面を改善し、安全管理維持に努めてい

る。体育アリーナ、テニスコート（全天候型、夜間照明）、多目的ルームは、授業時以

外は自由に学生が利用できるようにしている。学生の休息場所としては、屋内ではカ

フェテリア、カフェテリア脇のピロティ、3 号館 2 階のダイニングホールなどがあり、

屋外では緑地においてベンチを配置し樹木等の観賞や自然環境に触れ合いながら談話

できる空間を設け、利用に供しているところである。 

 

【図書館について】 

(1) 図書館等の概要(購入図書等選定システム、図書等廃棄システム、司書数、情報化

の進捗状況等)について 

図書館は開学当初、現在の 4 階 403 教室、404 教室、教員研究室にあたる場所にあっ

たが、平成 17 年 2 月にそれを廃し、埼玉学園大学と情報メディアセンターを開設し、

共有することになった。 

延床面積 開架書庫 188 ㎡ 閲覧空間 1,105 ㎡ 

 図書収容能力 20 万冊  現在 9 万冊収容 

座席数 174 席 AV コーナー8 席 

①購入図書等選定システム 

 教育目標及び授業展開上必要な図書について、各学科の特色を生かした必要な図

書を、各学科および情報メディアセンターの推薦を受け、情報メディアセンター委

員会（教職員 9 名で構成）で選書する体制を取っており、組織的かつ機能的な選書

を行っている。また、教員個人からの推薦や学生からのリクエストについても、汎

用性、重要度などについて委員会で審査し、購入可否を決定している。 

②図書等廃棄システム 

 図書等資料の廃棄に関しては「埼玉学園大学・川口短期大学情報メディアセンタ

ー図書資料管理規程」により、固定資産とした図書資料のうち紛失図書資料（所在

不明となって 2 年を経過したもの）、破損・汚損がはなはだしく、補修不能な図書資

料や、図書資料として価値を失ったものに該当するものは、情報メディアセンター

委員会が決定し、理事長の承認を得て除籍し、廃棄明細書を作成して廃棄している。 

③司書数（平成 24 年 3 月 31 日現在） 

区 分 司書資格有（人） 司書資格無（人）

センター長 0 1 

専 任 職 員 2 1 

非常勤職員 1 3 

④情報化の経緯 

 埼玉学園大学の情報メディアセンターと共有施設になったことにより、学内 LAN・無

線 LAN の環境整備が行われた。その他センター内には、情報リテラシー用のパソコン

20 台と検索用パソコン 3 台を設置している。また、図書館業務用システムとしては、

NEC 社の E-Cats Library を使用している。 
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 (2)図書館等に備えられている蔵書数(和書、洋書、学術雑誌数、ＡＶ資料数等)について

 

図書館等蔵書数一覧 

（平成 23 年 5 月 1 日現在） 

区分 和書 洋書 学術雑誌 AV 資料 

冊（種） 74,859 8,422 151 1,795 

※埼玉学園大学と共用 

 

(3)学生が利用できる授業に関連する参考図書、その他学生用の一般図書等の整備状況

及び学生の図書館等の利用状況について 

 過去 2 ヵ年の利用者、貸出数の推移は次のとおりである。 

 

図書館の利用者の推移【過去 2 ヵ年】 

                 （平成 24 年 3 月 31 日現在） 

年 度 開館日数（日） 
入館状況 

入館者数（人） 1 日平均（人） 

平成 22 年度 255 68,597 269 

平成 23 年度 249 68,724 276 

※入館状況は利用者全体数 

 

図書貸出（本学学生）の推移【過去 2 ヵ年】 

（平成 24 年 3 月 31 日現在） 

年度 貸出者数(人) 1 日平均(人) 貸出冊数(冊) 1 日平均(人) １人平均(冊)

平成 22 年度 551 2 1,287 5 2 

平成 23 年度 735 3 1,718 7 2 

 学生が利用する授業関連図書については、各学科の特色を生かした必要な図書（参

考図書も含む）を、各学科および情報メディアセンターの推薦を受け情報メディアセ

ンター委員会で選書し、組織的かつ機能的に行っている。また、教員個人からの推薦

や学生からのリクエストについても、汎用性、重要度など委員会で審査したのち購入

している。 

 年度当初には、教員引率のもとゼミの時間等を利用して、情報メディアセンターツ

アーなども組まれ、学術情報発信基地としてのセンター使用について、その利用法の

周知に努めている。学生が情報メディアセンター（図書館）を利用する目的はさまざ

まであるが、自らの意思で興味・関心をもってセンターを利用する学生は、おもに授

業の合間や昼休みに、ビデオ・DVD の視聴などを目的とする学生が多いように思われる。

蔵書の閲覧、貸し出しに関しては、教員からの要請、課題作成や卒業論文執筆にあた

り、センターを利用する傾向がみられる。その意味で図書貸し出しの現状は、季節的

変動が大きく満足できる状況とはいえない。短期大学からは多少距離もあるので、足

を運ぶことに躊躇する面もあるが、学生自らが学ぶ姿勢を涵養するなど、センター利

用をさらに活発化する必要がある。 
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(4)図書館等からの学内外への情報発信、他の図書館等との連携等、現在の図書館活動

について 

 学内外への発信については、情報メディアセンターのホームページを公開し、随時

情報発信を行っている。その他センター内に企画展示コーナーや新着図書案内等を設

置して利用喚起をはかっている。 

 他の図書館等との連携については、埼玉県大学・短期大学図書館協議会（SALA）に

加盟し、共通閲覧証による相互利用の簡素化を図っている。また、私立大学図書館協

会、日本図書館協会にも加盟しており、他大学等とも情報交換を行っている。 

 今後も、他大学等との連携をより一層図ることにより、利用促進のために努力して

いきたい。 
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Ⅳ 教育目標の達成度と教育の効果 

 

【単位認定について】 

各学科の単位認定方法と評価の実態は次のとおりである。単位の認定は、担当教員

の採点に基づき、教授会の議を経て行われている。単位の修得状況は、問題のある学

生も少数見受けられるが、担当教員及びチューターの適切な指導により短期大学全体

としての評価はおおむね良好な状況にある。 

 

ビジネス実務学科の単位認定の状況表 

（平成 23 年度卒業生） 

種別 授業科目名 
授業
形態 

履修
人員 

主な単位
認定方法

単位修得状況（％） 
本試 再試等 計 

教
養
科
目 

経営学 講義 81 筆記試験 91.4% 7.4% 98.8%
情報処理演習 演習 82 筆記試験 93.9% 3.7% 97.6%
基礎日本語表現 講義 80 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%
基礎英語 講義 80 筆記試験 92.5% 6.3% 98.8%
キャリアデザインⅠ 講義 81 筆記試験 93.8% 4.9% 98.8%
キャリアデザインⅡ 講義 82 筆記試験 96.3% 1.2% 97.6%
実務家特講 講義 62 レポート 95.2% 0.0% 95.2%
インターンシップ 演習 11 発表 100.0% 0.0% 100.0%
基礎力養成Ⅰ（非言語分野） 講義 48 筆記試験 68.8% 0.0% 68.8%
基礎力養成Ⅱ（言語分野/時事） 講義 47 筆記試験 95.7% 0.0% 95.7%
文学 講義 15 筆記試験 86.7% 0.0% 86.7%
歴史学 講義 24 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%
ボランティア論 講義 49 筆記試験 98.0% 0.0% 98.0%
文化論 講義 51 筆記試験 88.2% 2.0% 90.2%
環境論 講義 57 レポート 82.5% 0.0% 82.5%
数学 講義 31 筆記試験 32.3% 6.5% 38.7%
自然科学概論 講義 51 レポート 90.2% 0.0% 90.2%

専
門
科
目 

経
営
実
務
コ
ー
ス 

経営管理論 講義 42 筆記試験 92.9% 2.4% 95.2%
現代経済論 講義 33 筆記試験 81.8% 3.0% 84.8%
現代企業論 講義 39 筆記試験 82.1% 5.1% 87.2%
財務管理論 講義 33 筆記試験 87.9% 0.0% 87.9%
マーケティング論 講義 36 筆記試験 80.6% 0.0% 80.6%
人的資源管理論 講義 30 筆記試験 93.3% 0.0% 93.3%
環境経済論 講義 27 筆記試験 74.1% 7.4% 81.5%
秘書実務 講義 18 筆記試験 94.4% 0.0% 94.4%
ビジネス実務Ⅰ 講義 43 筆記試験 88.4% 2.3% 90.7%
ビジネス実務Ⅱ 講義 43 筆記試験 72.1% 0.0% 72.1%
ビジネス実務Ⅲ 講義 8 筆記試験 87.5% 0.0% 87.5%
プレゼンテーションⅠ 演習 10 レポート 90.0% 0.0% 90.0%
プレゼンテーションⅡ 演習 16 レポート 75.0% 0.0% 75.0%
会計学 講義 18 筆記試験 94.4% 5.6% 100.0%
初級簿記 講義 48 筆記試験 91.7% 2.1% 93.8%
中級簿記 講義 24 筆記試験 95.8% 0.0% 95.8%
原価計算 講義 20 筆記試験 85.0% 0.0% 85.0%
コンピュータ会計 講義 21 筆記試験 85.7% 0.0% 85.7%
管理会計論 講義 10 筆記試験 60.0% 0.0% 60.0%
税務会計論 講義 1 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%
日商簿記検定Ⅰ 講義 22 筆記試験 77.3% 4.5% 81.8%
日商簿記検定Ⅱ 講義 3 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%
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種別 授業科目名 
授業
形態 

履修
人員 

主な単位
認定方法

単位修得状況（％） 
本試 再試等 計 

専
門
科
目 

ビ
ジ
ネ
ス
情
報
コ
ー
ス 

情報処理概論 講義 22 筆記試験 77.3% 0.0% 77.3%
文書作成Ⅰ 講義 69 筆記試験 94.2% 1.4% 95.7%
文書作成Ⅱ 講義 66 筆記試験 83.3% 1.5% 84.8%
データ活用Ⅰ 講義 58 筆記試験 94.8% 1.7% 96.6%
データ活用Ⅱ 講義 25 筆記試験 76.0% 0.0% 76.0%
データベース 講義 46 筆記試験 71.7% 0.0% 71.7%
システム開発 講義 30 筆記試験 86.7% 3.3% 90.0%
システム設計 講義 19 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%
ネットワーク 講義 13 筆記試験 92.3% 0.0% 92.3%
Web プログラミング 講義 26 筆記試験 88.5% 3.8% 92.3%
Web デザイン 講義 24 筆記試験 87.5% 0.0% 87.5%
経営情報論 講義 22 筆記試験 81.8% 0.0% 81.8%

ビ
ジ
ネ
ス
心
理
コ
ー
ス 

心理学Ⅰ 講義 55 筆記試験 87.3% 5.5% 92.7%
心理学Ⅱ 講義 54 筆記試験 90.7% 0.0% 90.7%
産業・組織心理学Ⅰ 講義 15 筆記試験 80.0% 0.0% 80.0%
産業・組織心理学Ⅱ 講義 25 筆記試験 96.0% 0.0% 96.0%
臨床心理学 講義 46 筆記試験 91.3% 4.3% 95.7%
心理学特論Ⅰ 講義 53 筆記試験 98.1% 1.9% 100.0%
心理学特論Ⅱ 講義 38 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%
メンタルケア 講義 29 筆記試験 86.2% 0.0% 86.2%
医療事務 講義 48 筆記試験 95.8% 2.1% 97.9%
医療ビジネス 講義 35 筆記試験 94.3% 0.0% 94.3%
医療情報システム 講義 33 筆記試験 93.9% 0.0% 93.9%
医療コミュニケーション 講義 47 筆記試験 95.7% 4.3% 100.0%
健康科学 講義 26 筆記試験 19.2% 3.8% 23.1%

言
語
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
コ
ー
ス

日本語表現法 講義 13 筆記試験 92.3% 7.7% 100.0%
論作文技法Ⅰ 講義 10 筆記試験 80.0% 10.0% 90.0%
論作文技法Ⅱ 講義 7 筆記試験 85.7% 0.0% 85.7%
漢字能力検定Ⅰ 講義 23 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%
漢字能力検定Ⅱ 講義 36 筆記試験 91.7% 2.8% 94.4%
硬筆書写検定 講義 42 筆記試験 97.6% 0.0% 97.6%
コミュニケーション技法 講義 22 筆記試験 95.5% 4.5% 100.0%
ビジネス英語 講義 7 筆記試験 71.4% 14.3% 85.7%
英会話Ⅰ 講義 5 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%
英会話Ⅱ 講義 2 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%
TOEICⅠ 講義 5 筆記試験 60.0% 0.0% 60.0%
TOEICⅡ 講義 2 筆記試験 50.0% 0.0% 50.0%
海外事情 講義 3 筆記試験 66.7% 33.3% 100.0%
海外研修 演習 0 - 0.0% 0.0% 0.0%

ゼミ 

ゼミⅠ 演習 80 レポート 100.0% 0.0% 100.0%
ゼミⅡ 演習 80 レポート 100.0% 0.0% 100.0%
ゼミⅢ 演習 81 レポート 100.0% 0.0% 100.0%
ゼミⅣ 演習 81 レポート 100.0% 0.0% 100.0%
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こども学科の単位認定の状況表 

（平成 23 年度卒業生） 

種別 授業科目名 
授業 

形態 

履修 

人員 

主な単位

認定方法

単位修得状況(%) 

本試 再試等 計 

教
養
科
目 

日本の憲法 講義 120 筆記試験 85.8% 0.0% 85.8%

文章表現法 講義 110 筆記試験 97.3% 0.0% 97.3%

英語コミュニケーション 講義 126 筆記試験 94.4% 1.6% 96.0%

情報機器演習 演習 126 実技 96.0% 0.0% 96.0%

生涯スポーツⅠ 講義 127 筆記試験 97.6% 0.0% 97.6%

生涯スポーツⅡ 実習 128 実技 94.5% 3.1% 97.7%

知の技術 講義 123 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

専
門
科
目 

国語(書写を含む) 講義 97 筆記試験 54.6% 0.0% 54.6%

社会 講義 3 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

算数 講義 3 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

理科 講義 3 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

生活 講義 7 筆記試験 85.7% 0.0% 85.7%

音楽Ⅰ 演習 126 実技 92.9% 4.8% 97.6%

音楽Ⅱ 演習 128 実技 75.8% 21.9% 97.7%

音楽Ⅲ 演習 104 実技 72.1% 0.0% 72.1%

図画工作 演習 128 筆記試験 94.5% 4.7% 99.2%

家庭 講義 2 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

体育 演習 123 実技 100.0% 0.0% 100.0%

教職概論 講義 112 筆記試験 99.1% 0.9% 100.0%

教育原理 講義 125 筆記試験 67.2% 31.2% 98.4%

教育心理学 講義 129 筆記試験 97.7% 0.8% 98.4%

発達心理学 講義 125 筆記試験 91.2% 7.2% 98.4%

教育課程論 講義 115 筆記試験 97.4% 0.9% 98.3%

保育内容総論 演習 125 筆記試験 92.0% 6.4% 98.4%

保育内容(健康) 演習 126 実技 95.2% 4.0% 99.2%

保育内容(人間関係) 演習 128 筆記試験 95.3% 3.9% 99.2%

保育内容(環境) 演習 125 筆記試験 96.0% 4.0% 100.0%

保育内容(言葉) 演習 126 筆記試験 98.4% 0.8% 99.2%

保育内容(表現･音楽) 演習 124 実技 91.1% 8.9% 100.0%

保育内容(表現･造形)Ⅰ 演習 123 筆記試験 96.7% 3.3% 100.0%

保育内容(表現･造形)Ⅱ 演習 126 筆記試験 92.9% 4.8% 97.6%

初等教科教育法(国語) 演習 5 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

初等教科教育法(社会) 演習 5 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

初等教科教育法(算数) 演習 5 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

初等教科教育法(理科) 演習 6 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

初等教科教育法(生活) 演習 0 - 0.0% 0.0% 0.0%

初等教科教育法(音楽) 演習 5 筆記試験 80.0% 0.0% 80.0%
初等教科教育法(図画工作) 演習 1 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

初等教科教育法(家庭)  演習 2 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

初等教科教育法(体育) 演習 5 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

道徳の指導法 講義 5 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

特別活動の指導法 講義 4 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

教育方法論 講義 120 筆記試験 90.8% 0.8% 91.7%

生徒･進路指導の理論と方法 講義 4 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

教育相談の理論と方法 講義 108 筆記試験 98.1% 0.0% 98.1%

児童文化 講義 114 筆記試験 96.5% 0.0% 96.5%
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種別 授業科目名 
授業 

形態 

履修 

人員 

主な単位

認定方法

単位修得状況(%) 

本試 再試等 計 

専
門
科
目 

幼児理解 講義 126 筆記試験 94.4% 3.2% 97.6%

児童文学 講義 1 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

児童英語 講義 2 筆記試験 100.0% 0.0% 100.0%

社会福祉論 講義 127 筆記試験 97.6% 0.0% 97.6%

社会福祉援助技術Ⅰ 演習 127 筆記試験 99.2% 0.0% 99.2%

社会福祉援助技術Ⅱ 演習 127 筆記試験 94.5% 3.9% 98.4%

児童福祉論 講義 128 筆記試験 99.2% 0.0% 99.2%

保育原理 講義 126 筆記試験 99.2% 0.8% 100.0%

保育原理Ⅱ 講義 128 筆記試験 94.5% 0.0% 94.5%

社会的養護 講義 125 筆記試験 96.8% 3.2% 100.0%

子どもの保健Ⅰ 講義 131 筆記試験 87.0% 5.3% 92.4%

子どもの保健Ⅱ 講義 127 筆記試験 94.5% 2.4% 96.9%

子どもの保健Ⅲ 実習 124 筆記試験 91.9% 7.3% 99.2%

子どもの食と栄養Ⅰ 演習 125 筆記試験 95.2% 3.2% 98.4%

子どもの食と栄養Ⅱ 演習 126 筆記試験 94.4% 3.2% 97.6%

精神保健 講義 127 筆記試験 99.2% 0.0% 99.2%

乳児保育Ⅰ 演習 128 筆記試験 88.3% 9.4% 97.7%

乳児保育Ⅱ 演習 127 筆記試験 99.2% 0.0% 99.2%

障害児保育Ⅰ 演習 126 筆記試験 96.8% 0.0% 96.8%

障害児保育Ⅱ 演習 - - 0.0% 0.0% 0.0%

社会的養護内容 演習 124 筆記試験 96.8% 3.2% 100.0%

栽培 演習 46 レポート 95.7% 0.0% 95.7%

演劇 演習 18 実技 72.2% 0.0% 72.2%

地域子育て支援論 講義 117 筆記試験 96.6% 0.0% 96.6%

家族援助論 講義 127 筆記試験 99.2% 0.0% 99.2%

在宅保育 講義 122 筆記試験 94.3% 1.6% 95.9%

教育実習指導(事前事後)(幼稚園) 実習 110 実習 81.8% 0.0% 81.8%

教育実習Ⅰ（幼稚園） 実習 112 実習 93.8% 0.0% 93.8%

教育実習Ⅱ（幼稚園） 実習 90 実習 95.6% 0.0% 95.6%

教育実習指導(事前事後)(小学校) 実習 5 実習 80.0% 0.0% 80.0%

教育実習Ⅰ（小学校） 実習 - 実習 0.0% 0.0% 0.0%

教育実習Ⅱ（小学校） 実習 4 実習 100.0% 0.0% 100.0%

保育実習指導（事前事後） 実習 133 実習 91.7% 0.0% 91.7%
保育実習指導Ⅰ（事前事後） 実習 - 実習 0.0% 0.0% 0.0%
保育実習指導Ⅱ（事前事後） 実習 - 実習 0.0% 0.0% 0.0%

保育実習Ⅰ（保育所） 実習 123 実習 97.6% 0.0% 97.6%

保育実習Ⅱ（施設） 実習 123 実習 97.6% 0.0% 97.6%

保育実習Ⅲ（保育所） 実習 94 実習 100.0% 0.0% 100.0%

保育実習Ⅳ（施設） 実習 20 実習 100.0% 0.0% 100.0%

教職実践演習 演習 88 レポート 98.9% 0.0% 98.9%

ゼ
ミ 

総合演習Ⅰ（教育実践） 演習 128 レポート 99.2% 0.0% 99.2%

総合演習Ⅱ（教育実践） 演習 127 レポート 100.0% 0.0% 100.0%

保育・教育学演習Ⅰ 演習 - - 0.0% 0.0% 0.0%

保育・教育学演習Ⅱ 演習 - - 0.0% 0.0% 0.0%
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【授業に対する学生の満足度について】 

年 2 回前期と後期に「学生による授業評価」を実施し、「学生の満足度」を調査して

いる。その目的としては、 

①教員がアンケート結果を今後の授業の改善・充実に生かすため 

②教員がコメントを記すことで学生自身にも反省材料にしてもらうため 

である。結果はレーダーチャートでグラフ化し、5 段階評価を実施している。おおむね

どの教員も 4 段階以上であり、授業そのものの評価は良好といえる。 

また、このアンケート結果については、各教員がこれを分析し、コメントなどで今

後の改善案等を提示するとともに、その分析・改善案等を冊子『「学生による授業アン

ケート」実施報告書』として教員に配布すると同時に、学生が閲覧できるように情報

メディアセンターや事務局窓口に置いている。 

 

【退学、休学、留年等の状況について】 

①過去 2 ヶ年（平成 22 年度～23 年度）の退学、休学、留年等の数 

 過去 2 ヵ年（平成 22 年度～23 年度）の退学、休学、留年等の数は次のとおりである。

こども学科で休学者が増加傾向にある。 

(ｱ)ビジネス実務学科   

               （平成 24 年 3 月 31 日時点） 

区 分 22 年度入学 23 年度入学 

入学者数 100 79 

うち退学者数  9  9 

うち除籍者数  7  4 

うち休学者数  3  5 

休学者のうちの復学者数  2  2 

うち留年者数  4 － 

卒業者数  80 － 

(ｲ)こども学科 

（平成 24 年 3 月 31 日時点） 

区 分 22 年度入学 23 年度入学 

入学者数 152 169 

うち退学者数  17  18 

うち除籍者数  4  1 

うち休学者数  14  17 

休学者のうちの復学者数  6  9 

うち留年者数  8 － 

卒業者数 127 － 
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① 退学者の退学理由の割合、および退学者・休学者を出さないための指導体制について 

過去 2 ヵ年の退学者の退学理由の内訳は次のとおりである。 

理 由 
22 年度入学 23 年度入学 計 

合計 
割合

（％） ビジネス実務学科 こども学科 ビジネス実務学科 こども学科 ビジネス実務学科 こども学科

進路変更 3 7 0 12 3 19 22 41.5  

経済的理由 0 1 2 1 2 2 4 7.5 

病気 1 3 2 1 3 4 7 13.2 

結婚 0 1 1 1 1 2 3 5.7 

学業事情 4 4 3 3 7 7 14 26.4 

その他 1 1 1 0 2 1 3 5.7 

計 9 17 9 18 18 35 
 

合 計 26 27 53 

 

(1)ビジネス実務学科 

退学の理由としては、主に学業事情や進路変更である。本学科では、ゼミ担当専任

教員がゼミ生に対し、学習・生活・進路等の相談に応じるチューターにもなっている

ので、オフィス・アワー等を利用して退学希望者等への指導を行っている。本学では、

学生の授業への出席状況を前、後期それぞれ 2 回にわたって調査しており、（前期は 5

月と 7 月に調査、後期は 10 月と 1 月に調査）、欠席の目立つ学生に対してはチュータ

ーが電話連絡を行い個別に指導している。 

また、学科の情報交換会で、専任教員間で欠席の目立つ学生の情報交換を常に行い、

情報を共有して学科全体でも指導に当たっている。 

 それ以外では、年に 2 回ほど保護者懇談会や希望保護者との個別面談を実施し、保

護者ともよく連絡を取るようにしている。さらに、内容に応じて、必要があれば専門

のカウンセラーが相談にも乗っている。 

(2)こども学科 

退学等の理由は、進路変更や学業事情である。こども学科では、専任教員による担

任制およびチューター制を実施することによって、退学希望者等へのケアを行ってい

る。１年次はクラス担任、2 年次は全学生の所属する総合演習の担当教員がチューター

となり、学業・就職・進学・生活など幅広い相談に応じて、きめ細かい学生指導を行

っている。例えば、チューターは学生に成績書を配布する際に、単位不足・成績不良

などについて個別に指導している。また、これとは別に、学生の授業への出席状況を

前、後期それぞれ 2 回にわたって調査しており、（前期は 5 月と 7 月に調査、後期は 10

月と 1 月に調査）、欠席の目立つ学生に対してはチューターが電話連絡を行い個別に指

導している。さらに、年に 2 回ほど保護者懇談会を実施し、保護者ともよく連絡を取

るようにしている。 

また、必修科目｢知の技術｣の取り組みが定着し、入学直後に授業についていけない、

友人関係を構築できず孤立してしまう、といった問題が改善される傾向にある。過去3

年間で中途退学者が減少し、休学者が増加傾向にあるが、復学する者の割合も増えて

いる。経済的理由等でやむなく休学を選択した学生に対し、チューターが休学期間中

も継続的にケアを行ってきた成果であると考える。 



31 

 

【資格取得の取り組みについて】 

平成 23 年度の卒業生の学科別およびエクステンションセンターでの資格・免許の取

得状況は次のとおりである。 

①ビジネス実務学科（平成 23 年度卒業生） 

名  称 課程等 取得希望者数 取得者数 取得率（％）

ビジネス実務士 課程内  5  5 100.0％ 

漢字能力検定試験 2 級 課程内  13  1  7.7％ 

漢字能力検定試験準 2 級 課程内  22  9  40.9％ 

漢字能力検定試験 3 級 課程内  29 20  69.0％ 

漢字能力検定試験 4 級 課程内  2  0  0.0％ 

漢字能力検定試験 6 級 課程内  1  0  0.0％ 

硬筆書写検定 2 級 課程内  2  1  50.0％ 

硬筆書写検定 3 級 課程内  48 36  75.0％ 

日商 PC 検定（データ活用）3 級 課程内  10  4   4.0％ 

日商 PC 検定（文書作成）3 級 課程内  22 12  54.5％ 

日商 PC 検定（文書作成）2 級 課程内  1  1 100.0％ 

日商簿記検定試験 2 級 課程内  1  0  0.0％ 

日商簿記検定試験 3 級 課程内  12  4  33.3％ 

秘書技能検定試験 2 級 課程内  41 18  43.9％ 

秘書技能検定試験 3 級 課程内  9  7  77.8％ 

②こども学科（平成 23 年度卒業生） 

名  称 課程等 取得希望者数 取得者数 取得率（％）

幼稚園教諭二種免許状 課程内 116  82 70.7％ 

小学校教諭二種免許状 課程内  5  3 60.0％ 

保育士資格 課程内 126 108 85.7％ 

ベビーシッター資格 課程内 126 102 81.0％ 

③エクステンションセンター（平成 23 年度卒業生） 

名  称 課程等 取得希望者数 取得者数 取得率（％）

おもちゃインストラクター 課程外  2  2 100.0％ 

ネイチャーゲームリーダー 課程外  2  2 100.0％ 

  

ビジネス実務学科では、主に漢字能力検定、秘書技能検定、日商 PC 検定といった資

格の取得を目指し、実務に必要な能力を身に着けるための指導に尽力している。 

 こども学科では、在学生の大半が、幼稚園教諭二種免許状および保育士資格、ベビ

ーシッター資格の取得を目指し、全ての資格を取得している。実習協力園の拡大、連

携を積極的に進めた結果、 短大 2 年次夏季休暇までに全実習を終えるための指導に

尽力している。取得に当たっては、授業・演習・実習等において実際の現場の現状に

即した指導を行い、2 年間の過密なカリキュラムの中、資格取得を希望する学生への支

援の充実化を図った。 
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【教育目標の達成度ともいえる就職状況について】 

 各学科の学習した分野に関連する就職の状況は下記となっている。 

①ビジネス実務学科（平成 23 年度卒業生） 

卸売・小売業

27.7%

医療・福祉

21.3%製造業

19.1%生活関連サービス・

娯楽
6.4%

輸業・郵便業

6.4%

建設業

4.3%

宿泊・飲食サービス

4.3%

不動産・物品賃貸

4.3%

サービス業

4.3%
教育・学習支援

2.1%【業種】

 
 ビジネス実務学科においては、事務職（59.6％）が多く、次に販売職（17％）、サー

ビス（12.8％）となっており、学科の教育内容・目標に沿った就職がなされている。

業種別としては多岐にわたっているが、卸売・小売業（27.7％）、医療・福祉（21.3％）、

製造業（19.1％）が上位を占めている。 

②こども学科（平成 23 年度卒業生） 

幼稚園（公立）

0.0%

幼稚園（私立）

28.7%

保育園（公立）

2.1%保育園（私立）

59.6%

施設（生活指

導員）
1.1%

小学校（臨時）

1.1%

専門職以外

7.4%
就職先

 
 こども学科においては、幼稚園教諭（28.7％）、保育士（61.7％）が多く、学科の

教育内容・目標に沿った就職がなされている。 

 

【卒業生に対する就職先および進路先からの評価について】 

①ビジネス実務学科 

経済不況が続く中、就職活動は依然として困難なものとなっているが、キャリアセ

ンターとチューターを中心に就職指導が行われ、着実に実績を伸ばしている。キャリ

アセンターの職員からは、卒業生の就職先での高い評価と着実な実績によって、本学

科の学生に良いイメージが形成され、求人が毎年依頼されるようになった、といった

声が聞かれる。また、急な欠員補充を目的とした求人の依頼がなされる件数も増えて

いる、といった声も聞かれる。 

スタッフ管理  
2.1％  

介護  
6.4％  

運輸業 ･郵便業

6.4％  

生活関連サービス・

娯楽  
6 .4％  
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②こども学科 

9 割を超える卒業生が、保育園、幼稚園等で保育者として働くようになり、様々な機

会を通じて、その活躍が伝えられるようになった。卒業生の勤務する園で行われた教

育実習・保育実習の巡回指導の際には、園長や先生方から直接高い評価を得ている。

一方、ごくわずかではあるが、短期間で離職する卒業生もみられるため、卒業生に対

してアンケートを実施するなどのフォローも必要であると考える。 

 

【卒業生との連携について】 

 同窓会（峯川会）は年１回総会を開催しており、毎年200名程度の同窓生が集い、卒
業生や教職員との交流が図られている。 

 ビジネス実務学科では、キャリアセンター主催の就活講座である業界研究を目的と

した講座において、OG・OBを招いて在校生との交流を図っている。 

こども学科においては、ゼミ等で卒業生に講義をしてもらう機会や、保育・教職実践

演習の授業カリキュラムの中に卒業生を外部講師として招く構想が進められている。在

学生のキャリア支援のためにも、今後卒業生との接点を多く持つことが重要と考える。 

その他の連携としては、大学案内およびホームページにて、両学科のOG・OBを紹介

し、卒業生からのメッセージを発信している。 

 

【卒業生に対する社会的評価】 

①ビジネス実務学科 

卒業生の就職先から継続的に求人を頂いていることや、欠員補充の求人において企

業の人事担当者から直接キャリアセンターの担当者に優先的に問い合わせが来るなど、

卒業生の高い評価の積み重ねによって、好意的な社会的評価がなされていると認識し

ている。 

②こども学科 

 創設されて4年目ではあるが、多くの卒業生を保育の現場に送りだすことができた。

今後も社会の負託に応えるために、実習先の園や私立幼稚園連合会の連絡協議会等の

接点を通じ、卒業生の情報収集に努め、社会における実績と評価を在学生へ還元する

ような努力をしていきたい。  
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Ⅴ 学生支援 

 

【入学に関する支援について】 

(1)入学志願者への建学の精神・教育理念や設置学科等の教育目的・教育目標、求める

学生像の明示方法について 

入学志願者に対し、「建学の精神」ならびに「教育理念」また、求める学生像につ

いて、本学のホームページ、『大学案内』、『学生募集要項』、進学情報誌等により、

幅広く情報提供に努めている。大学のコンセプトである「一人ひとりへ温かいまなざ

し」のもと、少人数教育を特徴とし、「建学の精神」として掲げる「知・徳・技」す

なわち、「知識・知恵の修得」「人間性の涵養」「技術技能の修得」を教育方針とし

て掲げていることは、『大学案内』はじめ、折々に「学長からのメッセージ」として

も明示されている。また、「オープンキャンパス」や「進学個別相談会」「学校見学」

では、パワーポイント資料を使い、大学の理念や特色、学科別教育目的、カリキュラ

ムを詳しく説明している。同時に、求める学生像、学生生活、大学選択の参考となる

情報も提供している。その他、電話やメールでの相談には随時応じている。入学者に

対しても『学生便覧』の冒頭に、建学の精神が明記され、学則の中で、各学科の教育

目的が明記されている。 

 

(2)入学志願者への、入学者選抜の方針、選抜方法（推薦、一般、AO 入試等）の明示方

法について 

入学者選抜は、本学のホームページへの明記、及び『学生募集要項』をはじめとす

る印刷物の配布により明示している。『学生募集要項』には、「指定校推薦入試」「公

募推薦入試」「一般試験入試」「AO 入試」「特待生入試」の各種選抜方法について記

載している。 

本学ホームページ上には、受験生向けのページを用意し、学生募集に関して入学者

選抜方法に関する情報を掲載している。また、本学が主催するオープンキャンパスや

進学相談会などでも、受験生と個人面談をして、より詳しく選抜方法の説明に努めて

いる。 

 

(3)広報及び入試事務についての体制（組織等）、また入学志願者、受験生等からの問

い合わせへの体制について 

事務職員から成る「入試広報課」、ならびに教員から成る「入試委員会」で入試事

務に対応している。また、学生募集・広報活動全体の企画・運営については、埼玉学

園大学と合同の「学生募集・広報活動協議会」において、両大学の学生募集、広報の

あり方などを随時検討している。 

志願者、受験生などからの問い合わせに対しては次のような体制をとっている。 

①オープンキャンパス、大学説明会等の実施 

オープンキャンパスは、年間計画に沿って実施され、4 月から 10 月の間に 22 年度は

24 回,23 年度は計 11 回開催された。ここでの学校見学者、入学志願者、受験生、保護者
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に対する大学概要説明、学科概要説明、模擬授業、キャンパスツアー、個別相談などは、

全教職員および学生ボランティアが参加して行われる。学生ボランティアで参加者を学

内案内するキャンパスツアーでは、学内施設見学やカフェテリアでのランチ試食などが

盛り込まれ、参加した高校生からは大学の様子が学生から直に聞きやすいと、大変好評

である。11 月からは進学相談会として受験希望者へ対応している。 

毎年 5 月に高等学校教員対象の大学説明会を川口短期大学と埼玉学園大学との共同

開催で実施している。さらに県内で開催される相談会にも参加し、本学のカリキュラ

ム、入試方法、学生生活等を説明している。 

②高等学校訪問 

入学後の学生の生活や学業、進路などについての報告と、入試結果の報告ならびに

次年度入試に関する説明など、高校側と意志疎通を綿密に図るために、活発に高等学

校訪問が行われている。県内を中心とする高校訪問は、入試広報課職員が主に担当し

ている。 

③ホームページによる広報 

本学ホームページには AO 入試を含めた入試日程や入試の情報、資料請求、質問など

の問い合わせ、ならびに、学科紹介、進路情報、キャリア支援、インターンシップな

ど、個人情報に抵触しない範囲で最大限の情報を掲載し、受験生や資料請求者の便宜

を図っている。 

④資料請求者への対応 

電話での問い合わせ、葉書やメールによる資料請求者を対象に、大学案内、募集要項、

本学の情報誌『キャンパスライフ』(22 年度から年 3 回発行)、オープンキャンパス等の

案内を記したリーフレットなど、常に新しい情報をできる限り送付している。 

 

(4)願書受付から合否通知にいたる入学試験の流れについて 

本学では、『学生募集要項』に掲げるアドミッションポリシーに基づき、「指定校

推薦入試」「公募推薦入試」「一般試験入試」「AO 入試」「特待生入試」を実施して

いる。いずれも結果については、入試委員会、教授会の議を経て合否を最終的に決定

し、公正、正確を期している。各入学試験実施の概要は次のとおりである。 

①指定校推薦入試 

高等学校等との信頼関係に基づき、各学科が提示する評定平均値以上の者を対象と

している。指定校推薦書、調査書等の書類審査と同時に面接を行い、総合的に判定し

ている。（こども学科の指定校推薦は、通信制、定時制高校を除く） 

②公募推薦入試 

高等学校等における学習のみならず、さまざまな分野において優れた成果を残した

と高校等が認めた生徒を対象としている。書類審査及び面接で総合的に判定している。 

③AO 入試 

オープンキャンパス、進路相談会、学校見学等に参加した人物に対して面談を行い、

本学の教育方針を十分に理解しているかを確認している。本人の基礎学力やコミュニ

ケーション能力が十分に備わっているか、また、本学における学びの姿勢、将来への

構想などの観点から総合的に判断している。 
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④一般入試 

ビジネス実務学科では、「国語総合」又は「簿記」のいずれか、こども学科におい

ては、「国語総合」及び「作文」の学力試験の結果を基に、本学で学修するに足る十

分な能力を有すると判断できる人物を選抜している。 

⑤特待生入試 

「特待生採用試験」 

 ビジネス実務学科、こども学科ともに合格者の中で希望者を対象とする。｢国語総合｣

及び｢英語Ⅰ･Ⅱ｣の学力試験結果を基に成績上位者を特待生、特別特待生として採用する。 

「特待生」 

 指定校推薦入試、公募推薦入試, AO 入試の早期合格者のうち、条件を満たした希望

者の中から面接試験の成績上位者を特待生として採用する。また、一般入試受験者の

希望者も対象とする。 

 

(5)合格者、入学手続き者の入学までの間の、あるいは、授業や学生生活についての情

報の提供の方法、手段について 

合格者に対しては、合格通知とともに「入学手続について」により入学手続きの詳

細説明をしている。本学での学生生活に一層の理解を深め、入学後の円滑なスタート

を目指すために本学の情報誌『キャンパスライフ』を合格者全員に送付している。ま

た、入学前指導の一環として、両学科の教員で作成した冊子『読書のすすめ』を配布

し、学習意欲の喚起に努めている。こども学科では、入学前までに学んでほしい音楽

の課題を同時に送付している。 

エクステンションセンターの講座では、入学決定者の受講も可能なため 23 年では

「MOS 講座」「おもちゃインストラクター講座｣「教育・保育に行かせる折り紙講座」「初

心者のためのピアノレッスン｣「英語講座」「中国語講座」「日商簿記検定 3 級講座」に

入学決定の高校生 33 人の参加者があった。 

 

(6)入学後(入学直前を含む)、入学者に対する学業や学生生活のためのオリエンテーシ

ョン等について 

入学前ガイダンスは次の要領で行われている（平成23年3月）。平成22年度入学生に

対しても同様に行われた。 

時 間 
内 容【担当】（教室） 

ビジネス実務学科【進行：教務委員】 こども学科【進行：教務委員】 

3 月 24 日（木） 

9:00～10:30 ガイダンス（301 教室） 

(1)本学の教育等について【ビジネス実務学科長】

(2)教員紹介及びゼミ紹介【ビジネス実務学科専任教員】

(3)コ ー ス 説 明【コース担当教員】

(4)アンケート：情報処理演習【科目担当教員】

ガイダンス（204 教室） 

(1)本学の教育等について【こども学科長】

(2)教 員 紹 介【こども学科専任教員】

(3)実 習 関 係 説 明【実習担当教員】

(4)アンケート：ピアノ【科目担当教員】

(5)資格取得希望調査【教員･保育士養成支援委員】

10:40～11:40 大学生活の基本姿勢【ビジネス実務学科専任教員】 大学生活の基本姿勢【こども学科専任教員】

11:40～12:10 個別相談：コース選択、ゼミ選択等

【ビジネス実務学科専任教員】（302 教室～306 教室）

昼休み 

12:10～13:00 昼休み 
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13:00～14:30 PC 受渡し･指導 

・一括購入学生（401 教室、402 教室） 

・PC 持参学生（301 教室） 

教職課程ガイダンス・保育者養成課程

ガイダンス【教員・保育士養成課程

委員及び事務局担当者】 

⑴教職課程・保育士養成課程を登録

するにあたって 

⑵課程登録スケジュール 

⑶課程の概要 

⑷実習について 

個別相談：免許資格関係等 

【こども学科専任教員】（各研究室）

14:30～ 個別相談（302 教室~306 教室） 

【 ビ ジ ネ ス 実 務 学 科 専 任 教 員 】 コ ー ス 別 に 対 応

個別相談(402 教室～404 教室） 

【こども学科専任教員】（各研究室）

免許・資格別に対応 

3 月 25 日（金） 

9:00～ 9:45 学習到達度調査:英 語【ビジネス実務学科専任教員】 学習到達度調査:英 語【ビジネス実務学科専任教員】

10:00～10:45 学習到達度調査:日本語【ビジネス実務学科専任教員】 学習到達度調査:日本語【ビジネス実務学科専任教員】

11:00～11:45 学習到達度調査:数 学【こども

学 科 専 任 教 員】 

学習到達度調査:数 学【こども

学 科 専 任 教 員】 

13:30～17:00 ゼミ希望届及びコース希望届提出締切（教務課） 資格取得希望調査提出締切（教員保育士養成支援センター）

・ 学習到達度調査は旺文社プレースメントテストを実施 

 

備  考：次の科目は、入学前ガイダンスで実施するアンケート及び到達度調査を基にクラス分けを行う。 

学科 科目名 アンケート及び調査名 担当教員 

ビジネス実務学科 
情報処理演習 アンケート（情報処理演習） 小島准教授、 

基礎英語 学習到達度調査（英語） 蜂巣教授 

こ ど も 学 科 音楽Ⅰ及び音楽Ⅱ アンケート（ピ ア ノ） 笠井教授、牧野准教授 

 

3月末には、例年上記の表のように入学前ガイダンス期間を設け、入学予定者に対し、

本学へのより深い理解を求めると同時に入学後への準備をさせている。内容として、1

日目、ビジネス実務学科は、本学の教育等について、教員紹介、ゼミ紹介、コース説

明、大学生活の基本姿勢などを、また、こども学科は、実習関係や資格取得説明、資

格希望調査等を加えている。2日目は両学科とも英語、日本語、数学の学習到達度調査

を実施している。英語については、その結果をもとに授業科目「基礎英語」を3クラス

に分けている。こども学科は能力別授業や指導のための音楽経験調査と音楽確認テス

トを行い、ピアノ初心者、経験者によるクラス分けをしている。入学後と後期授業開

始直前の総合ガイダンスでは、学生に「学生便覧」や「講義要項」をもとに教務、学

生、進路、免許・資格取得、図書館利用方法など多岐にわたって指導をしている。な

お、本学では科目履修届はパソコンを使用して届出をさせている。全員が履修するゼ

ミ、クラス等でも履修やキャリアに関する指導を行っている。 

 

【学習支援について】 

(1)入学時、学期ごとに行っている学習や科目選択のためのガイダンス等の概要について

年度当初の前期総合ガイダンスを次の要領で行っている（平成23年4月４日実施）。

平成22年度も同様に行われた。 
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ビジネス実務学科【進行：教務委員】  こども学科【進行：教務委員】  
＜ 2 年 生 ＞（301 教室） ＜ 1 年 生 ＞（204 教室） 

9:00～10:15 

学 科 長 挨 拶【ビジネス実務学科長】（ 5 分） 

学 生 関 係【学 生 委 員】（10 分） 

進路指導関係【ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ委員】（20 分） 

ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ関係【ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ委員】（ 5 分） 

ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ関係【ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ委員】（ 5 分） 

教 学 関 係【教 務 委 員】（30 分） 

9:00～10:45 

学 科 長 挨 拶【こども学科長】（ 5 分） 

学 生 関 係【学 生 委 員】（10 分） 

進路指導関係【ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ委員】（10 分） 

ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ関係【ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ委員】（ 5 分） 

ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ関係【ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ委員】（ 5 分） 

休憩（10 分） 

教 学 関 係【教 務 委 員】（30 分） 

実 習 関 係【教員･保育士養成課程委員】（30 分） 

10:30～11:00 

各ゼミに分かれて指導【チューター】 

・1 年次成績通知書交付 

・就学指導等 

 11:00～11:30 

各クラスに分かれて指導【チューター】 

・就学指導等 

＜ 1 年 生 ＞（301 教室） ＜ 2 年 生 ＞（204 教室） 

12:30～13:05 

学 科 長 挨 拶【ビジネス実務学科長】（ 5 分） 

学 生 関 係【学 生 委 員】（10 分） 

進路指導関係【ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ委員】（10 分） 

ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ関係【ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ委員】（ 5 分） 

ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ関係【ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ委員】（ 5 分） 

13:00～15:10 

学 科 長 挨 拶【こども学科長】（ 5 分） 

新任教員紹介【新 任 教 員】（15 分） 

学 生 関 係【学 生 委 員】（10 分） 

進路指導関係【ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ委員】（20 分） 

ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ関係【ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ委員】（ 5 分） 

ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ関係【ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ委員】（ 5 分） 

休憩（10 分） 

教 学 関 係【教 務 委 員】（30 分） 

実 習 関 係【教員･保育士養成課程委員】（30 分） 

 

 

 

 

13:15～14:15 

教 学 関 係【各コース担当教員】（60 分） 

コース 教室 コース 教室 

経営実務 401 教室 ビジネス心理 304 教室

簿記会計 402 教室 言語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 303 教室

ビジネス情報 302 教室   
 

14:30～15:00 

各ゼミに分かれて指導【チューター】 

・就学指導等 

 15:20～15:50 

1 年次のクラスに分かれて指導【こども学

科専任教員】 

・1 年次成績通知書交付 

・就学指導等 

15:50～ 

 総合演習クラス選考（必要に応じて実施） 

 

①ビジネス実務学科 

 午前を2年生に、午後を1年生にあて、学生生活、情報メディアセンターの利用、進

路指導関係、教学関係を全体的に指導し、その後各ゼミで個別指導を行っている。と

くに教学関係では、1年生の科目登録について、履修の仕方、またパソコンを使用して

の登録方法などを細かく指導している。後期総合ガイダンスは教学関係、学生関係、

進路指導関係に加え、前期履修科目の単位取得状況を発表し、またエクステンション

センターを利用しての検定資格取得を説明している。 
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②こども学科 

前期及び後期の総合ガイダンスでは、学生生活、学習全般、履修方法、情報メディ

アセンター、キャリアセンターの利用、進路指導などを 1 年生全体及び 2 年生全体に

行っている。その後、1 年生は前期 13 名ずつ 12 クラスに、2 年生はゼミ「総合演習」

ごとに分かれ、担当教員によるきめ細かな指導と助言が引き続き行われている。本学

科では音楽の授業を円滑にするため、音楽の学習経験調査をガイダンス時に行い、入

学時のピアノの習熟度の個人差を考慮したレベル別クラス配分を行っている。また、

教育実習、保育実習のためのガイダンスを授業外時間に設定し、実習に向けての諸手

続、実習園での諸注意など綿密な指導を行っている。 

 

(2)学習や科目選択のための印刷物（学生便覧等を除く）について 

 資格取得に必要な教科のチェックをするために『教職課程単位修得状況チェックシ

ート』『保育士養成課程単位修得状況チェックシート』を配布、確認を取らせている。 

 

(3)基礎学力不足の学生に対する補習授業等の取組みについて 

 基礎力不足学生をださないために、ビジネス実務学科では、「基礎日本語表現」や「基

礎英語」といった必修科目を配置し、「基礎力養成」や「漢字能力検定」といった科目

を選択科目として配置している。また、こども学科では 2 年間の大学での学びの態勢

を整え、小学校・幼稚園教諭・保育士など将来有為な社会人となるための基礎教育を

行うことを目標にした授業「知の技術」を 1 年前期に設定している。授業概要は①大

学生活の基本姿勢 ②大学での学び(自己管理、自己責任）③大学での学び方学習(ス

タディスキル）④コミュニケーション能力開発⑤教育・保育スキルの基礎で、５つの

領域を演習形式での指導している。 

基礎学力不足の学生については、組織だった補習授業は行ってはいないが、両学科

とも情報交換会で学生の状況を共有し、ゼミ教員及び科目担当教員が基礎学力不足の

学生に対し、時間外に個別指導を行っている。ビジネス実務学科では、平成 21 年度か

ら各ゼミで基礎力養成を行うとともに、教養科目の授業科目に「基礎力養成Ⅰ,Ⅱ」を

配した。こども学科では、ピアノの初心者、能力不足の学生に対し、保育者育成の観

点から、専任教員が授業時間外に積極的に個別に指導を行っている。授業時の規定の

課題がこなせるまで、また、実習先での課題、就職試験などの課題など、専任教員の

授業外個人指導は、放課後、徹底して行われている。 

 

(4)学生の学習上の問題、悩み等に対し指導助言のための取り組みについて 

 「一人ひとりへ温かいまなざし」をコンセプトとして教職員一丸となって指導にあ

たっている。 

①チューター制度とオフィスアワー 

チューター（ゼミ担当教員、クラス担任）が担当学生の学習、生活指導面の広範囲

にきめ細かく、責任を持って指導に当たり、学生の悩み、生活上の悩みなどについて

も指導や、助言をしている。ゼミ以外でも各教員のオフィスアワーにおいて学生が自

由に相談できる体制が整っており、各研究室に学生が気軽に相談にきている。 
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②学生相談室の活用 

専門のカウンセラーを配置し、平日 10～17 時（月曜のみ 14～17 時）に埼玉学園大

学 6 階で学生の相談に応じている。原則として予約制であるが、空いていればいつで

も相談できる。また、個々の学生への指導内容は両学科とも学科情報交換会を適宜開

き、その指導改善に努めている。 

 

(5)進度の早い学生や優秀学生に対する学習上の配慮や学習支援について 

 学業成績が特に優秀な者に対し、学費の全部または一部を免除して、勉学を奨励、

学修意欲の一層の向上を図る特待生制度がある。 

 ビジネス実務学科では、入学前の英語の学習達成度調査及び情報科学演習のアンケ

ート調査に基づき、基礎英語及び情報処理演習は習熟度別クラス編成を行っている。

学習進度の速い学生や学習意欲のある学生はさらに資格検定講座も履修できる。 

 こども学科では、音楽について 1 年生は個人レッスンの際、進度の速い学生に対し

て、教材のレベルの高度なものを提供している。また、音楽表現の授業発表として学

園祭でステージ発表を毎年行っており、優秀な学生が伴奏者やソロを担当できるよう

に、専任教員が時間外に個人指導し、特別に支援している。また、2 年生では各ゼミお

いて、学生の学習意欲、能力に合わせた課題、テーマが提供されている。 

 両学科とも卒業式において、成績優秀者及び学友会活動に貢献した学生を表彰して

いる。 

 

(6)成績不良者、長期欠席者の学生支援について 

チューターが成績書を学生に配布する際、単位不足、成績不良などについて個別に

指導している。学生の授業への出席状況を年 4 回、5 月、7 月、10 月、1 月に調査し、

欠席の多い学生はチューターが個別に指導している。長期欠席者は、チューターが個

別に電話連絡を行い欠席理由、状況を把握し、必要な場合は家庭との連絡、個人面談

を含めきめ細かく個別対応している。 

 

【学生生活支援体制について】 

(1)学生生活支援のための組織や体制（教員組織、事務組織）について 

 本学では教員組織の学生委員会と事務組織の学生課が一体となって学生生活を支援

している。具体的には、サークル活動、遠隔地からきている学生へのケア、各種学内

行事、同窓会などについてである。また、事務局窓口には投書箱を設け、毎月最終木

曜日に開封し、学生からの苦情等に対処している。（４）でも上述したが、埼玉学園

大学では非常勤の心理カウンセラーを置き、短大生も利用できるようにしてある。 

 

(2)クラブ活動、学友会、学園行事（学園祭、短大祭等）の実施の状況について 

①クラブ活動の現状 

埼玉大学の学生が代表となって立ち上げたサークル活に所属していることが多い。

22,23 年度のクラブ活動の状況は次のとおりである。 
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年度 サークル名 内容 部員数 顧問名 

平成22年度 TEAM SLAN バスケットボール 12 平澤 純子

平成23年度 

ふぁいやでい バスケットボール 15 末光 正和

ディベートサークル
討論・コミニュケーション

を図る 
４ 大宮智江 

カンフークラブ 中国式武術（カンフー） ７ 小島 望 

いちよん 

テニス・バドミントン・

バスケットボール・バレ

ーボール 

10 藤枝 静暁

埼玉学園大学のクラブに加入して活動している学生もいるが、活動は全体的に低調

である。特に、こども学科はカリキュラム上、年 5 回の実習、経済的な問題からアル

バイト学生が多いなどの理由で参加率が非常に低い。今後は、オリエンテーション等

でクラブ活動の意義を説き、積極的に参加を促すようにしていきたい。 

 

②学友会の現状 

学友会には学生全員が属し、総会、代議員会、執行委員会、ゼミ連絡会、クラブ連

絡会、選挙管理委員会、会計監査委員会から構成されている。代議員会はゼミ及びク

ラブから選ばれた代議員より編成されている。執行委員会は、会長、副会長をはじめ、

各種行事の実行委員長（新入生歓迎会、体育祭、学園祭、卒業準備）、書記、広報、会

計の役割を担当している。学友会の活動は、学生委員の教員と学生課の職員から指導

や助言を受けながら、企画・運営等を行っている。 

学友会は 4 月の新入生歓迎会、5 月の体育祭、10 月の学園祭、3 月の卒業パーティー

等の各種行事で積極的に活動を行っている。学園祭に向けて、実行委員会が一致団結

して準備が進めることができるよう埼玉学園大学とともに 8 月に 2 泊 3 日の学外研修

を行っており、23 年度は教員 3 名を含む 59 名の参加であった。学園祭や卒業パーティ

ーは、埼玉学園大学と合同で行われ、双方の学生間の親睦が図られるよい機会となっ

ている。 

③テーブルマナー講座、芸術観賞会の実施 

 毎年、学生委員会の決定の元、学生の教養を高め、作法を学ぶ企画としてテーブル

マナー講座、芸術観賞会（無料）を全学生対象にそれぞれ交互に実施している。22年

度23年度の実施は下記のとおりである。開催後のアンケートによると、毎年この行事

は学生にとって大変好評であり、楽しみになっている。 

年度 実施日 実施項目 場所 参加人数計 

平成22年 12月15日(水) 

 

芸術観賞会 

劇団四季ミュージカル

「美女と野獣」 

劇団四季夏劇場 370人/445人 

（８３．１％）

平成23年 12月13日(火) テーブルマナー講座 東京ディズニーシー 

・ホテルミラコスタ 

372人/457人 

（８１．４％）
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(3)学生の休息のための施設・空間、保健室、食堂、売店の設置について 

学生は、テニスコート、体育アリ－ナ、多目的ルーム、3 号館 2 階のダイニングホー

ルが利用できる。これらの施設は、授業や行事で使用する場合を除いて開放されている

ので、学生が申し込みをすることで利用できる。埼玉学園大学と共同で使用している。 

 学生の健康管理のために医務室が設置されている。授業・課外活動中に負傷したり、

具合が悪い場合は、医務室で応急処置をする。 

 学生は、昼食以外でも自由にカフェテリアを利用できる。軽食、スナック菓子、文

房具、日用品などは購買（名称リリー）で購入できる。購買の前のピロティで休息を

したり、軽食をとったりすることもできる。 

 

(4)学生寮の状況、下宿・アパート等の宿舎の斡旋の体制、通学のための便宜（通学バ

スの運行、駐輪場・駐車場の設置等）について 

学生寮は設置していない。自宅外通学生の数は平成 22 年度 70 人、23 年度 63 人（1

年次の４月現在）であった。下宿・アパート等については、学生からの問い合わせに

応じて近隣の不動産屋を紹介している。 

 東川口駅から本学まで無料のスクールバスを運行している。自転車やバイク（届け

出制）の駐輪場も設置している。本学では乗用車による通学は禁止している。 

 

(5)平成22,23年度の日本学生支援機構等の外部奨学金のおよび、短期大学独自の奨学

金等の取得状況について 

 

日本学生支援機構・川口短期大学峯岸進奨学金の利用状況 

年度 
日本学生支援機構 

川口短期大学峯岸進奨学金（人）
第一種貸与者（人） 第二種貸与者（人）

平成 22 年度 

（23 年 3 月現在貸与者） 
15 97 10 

平成 23 年度 

（24 年 3 月現在貸与者） 
16 114 ９ 

 川口短期大学峯岸進奨学金とは、学校法人峯徳学園の創始者峯岸進理事長が創立 10

周年を記念して創設されたものである。貸与額は年額 600,000 円で学納金の一部に充

当し、奨学金は、卒業後無利子で毎年 100,000 円ずつ返還する。 

 

(6)学生の健康管理、メンタルケアやカウンセリングの体制について 

学生の健康診断は、毎年 4 月に実施している。身長、体重、視力、胸部 X 線間接撮

影、視力、聴力、内科検診の項目を診断している。受診しなかった学生は、病院等で

健康診断書を作成してもらい提出するように指導している。 

 体調が悪いときなどの健康相談は、養護教諭の資格を有する学生課の職員が対応し

ている。対人関係、生活上の相談などのカウンセリングは、チューターの教員や学生

課の職員又は埼玉学園大学の心理カウンセラーに相談できる。 
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(7)学生支援用の個々の情報等の記録の保管について 

学生個々人に関する情報は、入学手続きの際、学生カードに記入して提出させてい

る。カードの項目は、氏名、住所、連絡先、保証人、通学方法などである。学生の個

人情報を含むため、学生課で保管し、教員が必要とする際には、所定の手続きを経て、

利用に供している。 

 

 

【進路支援について】 

(1)平成22年度～23年度の学科ごとの就職状況について 

①ビジネス実務学科の進路状況 

 区  分 22 年度 23 年度 

a  卒業者数 87 人(00.0%) 81 人(00.0%) 

b 就職希望者数(b/a) 64 人(73.6%) 58 人(71.6%) 

   ｃ 就職者数（c/b) 44 人(68.8%) 47 人(81.0%) 

   ｄ 就職未定者(d/b) 20 人(31.2%) 11 人(19.0%) 

e 進学・留学希望者数(e/a) ６人(6.9%) 2 人(2.5%) 

f その他 17 人（19.5%) 21 人(25.9%) 

②こども学科の進路状況 

 区  分 22 年度 23 年度 

a 卒業者数 118 人(00.0% 127 人(00.0% 

b 就職希望者数(b/a) 97 人(82.2%) 95 人(74.8%) 

   ｃ 就職者数（c/b) 89 人(91.8%) 94 人(98.9%) 

   ｄ 就職未定者(d/b) 8 人(8.2%) 1 人(1.1%) 

e 進学・留学希望者数(e/a) 3 人(2.5%) 3 人(2.4 %) 

f その他(f/a) 18 人(15.3%) 29 人(22.8%) 

 

(2)学生の就職を支援する組織や体制について 

①キャリアセンター 

平成 17 年度より埼玉学園大学・川口短期大学、両大学学生の就職、進学等を支援す

るキャリアセンターが設置され、センターには、４名の職員（常勤３名、非常勤 1 名）

（平成 23 年度）が常駐している。大学・短期大学合同のキャリアセンター委員会には、

本学から 4 名の教員が委員として参加している（平成 23 年度）。同時に短大の各ゼミ

担当者（チューター）はゼミ活動以外の時間において各自個別指導に当たりきめ細か

い支援を行っている。 

以上の体制のもとで、キャリアセンターでは、短大生に対し、1 年次後期から進路指

導、就職に関する情報提供など意識高揚に努め、就職活動直近の 2 年生に対しては、

履歴書の記入の仕方、面接指導など、数多くの講座などを行い具体的な支援活動を行

っている。 
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 本学の高い就職率は、教職員が日常的に学生個々人に目を配り、求人の案内を個別

に電話やメールで知らせることや、教員へのメールによる毎月の就職求人案内の配信、

模擬問題の配信など学生への意識付けを強く行うなどの支援した結果といえる。しか

し、一方で自分の将来に対する意識の低い学生も見受けられ、個別面談などを実施し

指導している。 

 学生に対してはキャリアセンターの利用をはじめ、一連の就職活動の手順が詳細に

まとめられている『就職ガイドブック』を配布している。 

ビジネス実務学科の 1 年前期授業科目には、「キャリアデザインⅠ、Ⅱ」を必修と

して、目の前の就職を支援するだけでなく、職業を長期的視野に入れ、学生の就業意

識の醸成、企業社会や職業に関する知識の習得を図っている。 

②エクステンションセンター 

就職率の向上を図るため、就職支援策として平成 20 年度から本センターを開設して、

学生の資格取得や就職対策に係るキャリア支援講座を開講している。年々開講数が増

え、就職支援に役立つ講座が多く開設され、23 年度は 36 講座が開講された。公務員講

座、教員採用試験対応講座、簿記検定講座、販売士講座、宅建講座、MCAS 講座、幼児

教育語学、就職活動支援など多岐にわたっている。この豊富な講座は、8 割の受講出席

の学生に対しては無料の講座になり、登録料が返却されるといった学びへの支援が、

本学の入学者の魅力のひとつにもなっている 

③教員・保育士養成支援センター 

こども学科の新設に伴い、埼玉学園大学、川口短期大学学生の教員免許状取得及び

保育士資格取得に向けた教育活動の円滑化を図るため、平成 21 年 4 月より本センター

が設置された。センターではおもに学生の幼稚園、小学校、保育施設などへの実習に

伴う連絡、調整を行っており、企画・運営には教員・保育士養成支援センター委員会

が担当し、本学からは 4 名の教員がその任に当たっている。 

 

(3)就職支援室、就職資料室等の現状及び学生への就職情報提供について 

キャリアセンターでは就職に関する情報だけではなく、公務員受験や進学に関する

書籍・資料も揃え学生の対応に当たっている。求人情報は教員と連携を取り、個々の

学生へ提供する体制を整えている。 

資料室では約2,000社の企業の個別ファイルを用意し、求人票、受験報告書、パンフ

レットや関連する新聞記事等企業情報を開示している。ビジネス実務学科では学生が

各自パソコンを携行していることから、就職情報ナビ等への登録や就職情報も学内無

線LANを利用して行っている。さらに情報収集が容易にできるよう、キャリアセンター

に設置しているパソコンで求人情報等も閲覧できるようにしている。 

両学科とも、キャリアセンターでの指導のみならず、学生の就職活動に対してはき

め細かい個別指導がチューター制度を通じてなされている。 
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(4)平成 22、23 年度の進学状況（四年制大学、専門学校等） 

 

進学先 22 年度 23 年度 

４年制大学 ７人 ３人 

専門学校等 ２人 １人 

埼玉学園大学（６人） 

東京経済大学（１人） 

HAL 東京（１人） 

ｽﾘﾑﾋﾞｭｰﾃｨﾊｳｽｱｶﾃﾞﾐｰ（１人） 

埼玉学園大学（３人） 

よしもとｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞｶﾚｯｼﾞ（１人）

 

 

 

 毎年数名が四年制大学や専門学校に進学している。前期及び後期総合ガイダンスで、

進路の説明時に編入等について説明している。本学を指定校にしている四年制大学の

紹介を行っており、また、併設の埼玉学園大学希望者は、説明会に参加してその概要

説明を受けている。具体的には、ゼミ、クラス担当者が相談にのり、指導、助言を与

えている。 
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Ⅵ 研究 

 

【教員の研究活動全般について】 

(1)専任教員の研究状況について 

 

平成 22 年度～23 年度 専任教員の研究実績表 
                    （平成 24 年 3 月 31 日時点） 

学科名 氏名 職名 

研究業績 

著作数 論文数
学会発表数 

その他 
国 内 国 際 

ビジネス実務学科 

松田  淳 教 授 2 1 0 2 0 

蜂巣  泉 教 授 0 0 0 0 0 

大宮 智江 教 授 0 1 3 1 0 

小島  望 教 授 2 3 2 0 4 

稲塲 建吾 准教授 1 2 0 0 0 

平澤 純子 准教授 0 3 0 1 0 

山本 重人 講 師 0 0 2 0 0 

こども学科 

高橋 忠司 教 授 0 0 0 0 0 

笠井 かほる 教 授 0 1 0 0 0 

大國 眞希 教 授 2 4 4 0 4 

丹伊田弓子 教 授 0 1 0 0 0 

生野 圭子 教 授 0 1 0 0 0 

芦田川祐子 准教授 1 2 0 0 0 

堀   科 准教授 4 1 1 0 0 

牧野 利子 准教授 0 0 2 0 7 

吉村日出東 准教授 1 0 1 0 1 

藤枝 静暁 准教授 4 4 4 0 0 

井上 清美 講 師 1 4 1 0 3 

森田 満理子 講 師 3 3 0 0 0 

末光 正和 講 師 0 1 0 0 0 

木谷 安憲 講 師 0 1 1 0 0 

増南 太志 講 師 0 1 0 0 0 

本学の教員は、専門領域の研究を通して自己の研鑽に励み、その成果を教育に還元

することを目指して日々努力している。過去２ヶ年の成果についてみると、本学が毎

年刊行する『川口短大紀要』への掲載をはじめ、単行本の刊行、学会誌への投稿、学

会発表等にその成果が顕著にあらわれている。今後、成果の公表が一層活発となるよ

う奨励したい。 

 

(2)科学研究費補助金の申請・採択、外部研究資金調達状況について 

外部研究資金の申請・採択状況（平成 22 年度～23 年度）  

                        （単位：件数） 

外部資金調達先等 
22 年度 23 年度 

申請 採択 申請 採択 

科学研究費補助金 2 2 3 2 

その他の 

外部研究資金 

立命館大学研究推進プログラム「基盤研究」 1 1   

地球環境基金助成金 1 1   

花王・コミュニティミュージアム・プログラム 2011   1 1 
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 科学研究費補助金に対して比較的積極的に申請し、継続を含めて非常に高い確率で

採択されている。科学研究費補助金の他、外部研究資金の獲得に対しても積極的に行

われている。 

 

【研究のための条件について】 

(1)研究費等（研究旅費を含む）についての支給状況について 

 本学では、研究に係る経費は、個人研究費、学会出張旅費、教員特別研修費、共同

研究助成費等が支給されている。 

 

過去2ヵ年の決算書から研究に係る経費一覧表 

  （単位：円） 

年度 研究費 研究旅費 機器備品 図書費 資料費 総額 

平成 22 年度 5,239,285 1,949,520 747,361 1,304,653 105,318 9,346,137

平成 23 年度 5,224,215 1,822,960 1,280,301 1,753,398 67,571 10,148,445

 
(2)教員の研究成果を発表する機会の確保とその概要について 

 学内の研究成果を発表する場としては、ビジネス実務学科、こども学科両学科併せ

て１冊の研究誌『川口短大紀要』が毎月 12 月に発行されている。  
 
(3)教員の研究に係る機器、備品、図書等の整備状況について 

 平成22、23年度の教員に係る機器備品（10万以上）の整備状況は下記の一覧の通りである。 

 

教員の研究に係る機器備品（10万円以上）整備一覧表 

備品整理番号 品名 購入価格(円) 設置場所 購入年月日 備 考 

2010001 パソコン 118,000 吉村研究室 平成 22 年 4 月 8日 個人研究費 

2010002 パソコン 214,432 木谷研究室 平成 22 年 4 月 18 日 個人研究費 

2010003 パソコン 124,800 末光研究室 平成 22 年 9 月 30 日 個人研究費 

2010004 パソコン 114,096 井上研究室 平成 22 年 12 月 17 日 個人研究費 

2010005 パソコン 199,500 大宮研究室 平成 22 年 12 月 24 日 個人研究費 

2010006 パソコン 109,800 大宮研究室 平成 23 年 2 月 19 日 個人研究費 

2010007 スキャナー 116,246 稲塲研究室 平成 23 年 2 月 24 日 個人研究費 

2011001 モニター 139,800 山本研究室 平成 23 年 5 月 24 日 個人研究費 

2011002 パソコン 155,800 大國研究室 平成 23 年 11 月 5 日 個人研究費 

2011003 パソコン 139,600 大宮研究室 平成 24 年 2 月 19 日 個人研究費 

 

(4)教員の教員室、研究室または研修室、実験室等の状況について 

 専任教員の個人研究室が、３、４、５階に設置されている。学内無線 LAN が敷設さ

れており、教員間、事務からの連絡や学生のやりとりを円滑にしている。各室とも洗

面設備、空調設備が整備されている。研究室は、学生の個人指導等にも利用されてい

る。非常勤講師については３階に講師室が設置されている。 
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(5)教員の研修日、研究時間の確保の状況について 

 専任教員の出校日は基本的に週３日であり、そのうち水曜日と木曜日は全員出校日

となっている。出校以外の曜日は業務上必要な場合を除き、原則として自宅研修に服

することが許可されており、研究時間は十分に確保されているといえる。 

 

(6)特別研修制度について 

特別研修制度は「専任教員の専門分野に関する能力向上のため、教員が特別に調査

研究に専念できる研修」と定められており、制度を行使できる人数は毎年１名、期間

は１年である。有資格者は５年以上の勤務経験者を対象として、研究費用 300 万円以

内が支給される。このようなかたちで教員への研究活動を支援していることは、短期

大学としては特筆に価するといえる。  

22 年度にビジネス実務学科から１名の専任教員が当該規定によってイギリスの研究

機関で研究を行っている。 
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Ⅶ 社会的活動 

 

【社会的活動への取り組みについて】 

(1)社会的活動への取り組みの理念や方針等、教育・研究における位置づけについて 

 平成 18 年 12 月に教育基本法が改正され、大学の基本的な役割として、教育と研究

を両輪とする従来の考え方が改めて確認されるとともに、教育研究の成果を広く社会

に提供することによって、社会の発展に寄与する役割が明確化された。また「自主性、

自立性、その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されなければならない」旨

が規定された。 

 本学の建学の精神は「人格の完成をめざし、学術研究を通じて自己の使命を自覚し、

その職責を遂行しうる、創造性豊かな、実践的な人材を育成することを目的とする」

ことであり、その教育方針は「知・徳・技を習得し、日本文化をよく理解し、国際感

覚豊かな人材の育成に努めることである」としている。このような建学の精神や教育

方針のもと、社会的活動は、互いに個人を尊重し、公徳心を持つために必要な使命で

あり、教職員、学生ともに、自らの専門知識や技能を活かした様々なかたちで社会貢

献を行うべきと考える。また、本学は実務教育を重視していることから、教育活動や

国際交流を中心に、国内外を問わず積極的に社会的活動を展開する責務を担っている

と考えている。 

 

(2)生涯学習の観点の社会人受け入れ状況について 

 今後増加していくと予測される社会人経験を持つ入学希望者のニーズに応えることは、

大学及び短期大学の社会的責務である。本学の社会人入学数は現在ごく少数に留まって

いるが、今後は、積極的に社会人学生を受け入れるための方策を検討していきたい。 

 

(3)短期大学が行った地域社会に向けた公開講座、生涯学習授業、正規授業の開放等の

実施状況について 

地域社会に向けた社会的活動としては、埼玉学園大学と連携して行われている。か

つては、本学独自で川口市と協力して、高齢者を対象としたパソコン講座や簿記入門

の公開講座を開講してきた。現在は、埼玉学園大学と本学が共同主催するエクステン

ションセンター※１の設置にともない、市民向けの公開講座や学生のみならず社会人に

対しても門戸を開いたさまざまな資格取得講座（資格取得講座については別途記載）

を開設するなど両大学が共同して地域への取り組みを行っている。 

現在実施されている公開講座・文化講演会はおもに、エクステンションセンターと

withYou さいたま※２において開催されている。  
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公開講座・文化講演会実施一覧（平成 22 年度～23 年度） 

年度 種類 名称 時期 講師 実績 

22

年度 

公開講座 

  

川口市民大学 

共催 

「エクセル基本講座」

  

～エクセルでらくら 

く家計管理～ 

5/29① 川口短期大学 

平澤 純子 

  

40 名 

5/29② 40 名 

6/5① 38 名 

6/5② 38 名

公開講座 ｢パソコン教室 (ワー

ド入門)｣ 

～パソコンで日記を 

つけてみませんか～ 

6/12 埼玉学園大学 35 名 

  6/19 湯浅 吉美 36 名 

川口市民大学 6/26   34 名 

共催 7/3   35 名 

公開講座 「韓国語入門（初級）」

～韓流スターの言葉

がわかるようになる

かも?!～ 

10/2 埼玉学園大学 29 名 

  10/9 李 相和 28 名 

  10/16   25 名 

川口市民大学 10/30   22 名 

共催 11/13   22 名 

公開講座 ｢ 近 代 を 拓 い た 女 た

ち｣ 

10/30 埼玉学園大学 

服藤 早苗 

33 名 

  11/6 埼玉学園大学 

福島 良一 

35 名 

 11/13 埼玉学園大学 

古澤 照幸 

37 名 

WithYou さ い

たま共催 

11/20 埼玉学園大学 

服藤 早苗 

35 名 

公開講座 「戦の中の女たち」 2/5 埼玉学園大学 

服藤 早苗 

180 名

  2/12 埼玉学園大学 

西山 智則 

164 名

  2/19 埼玉学園大学 

小島 弥生 

159 名

（川口市民大

学共催） 

2/26 埼玉学園大学 

湯浅 吉美 

156 名

23

年度 

公開講座 「ワード入門（初級） 6/18 埼玉学園大学 35 名 

  講座」 6/25 湯浅 吉美 34 名 

川口市民大学 ～ゼロから学ぶ PC 活 7/2   35 名 

共催 用術～ 7/9   33 名 

公開講座 「エクセル入門 6/18 埼玉学園大学 38 名 

  （初級）講座」 6/25 湯浅 吉美 35 名 

川口市民大学 ～エクセルでらくら 7/2   36 名 

共催 く家計管理～ 7/9   33 名 

公開講座 「韓国語会話入門」 6/25 埼玉学園大学 27 名 

    7/2 李 相和 25 名 

    7/9   25 名 

    7/16   24 名 

川口市民大学 ～簡単な会話に挑戦 7/23   22 名 

共催 してみましょう～ 7/30   23 名 
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23

年度 

公開講座 ｢災害と女性｣ 10/22 埼玉学園大学 

奥山 忠信 

25 名 

  10/29 川口短期大学 

井上 清美 

18 名 

  11/12 川口短期大学 

牧野 利子 

25 名 

WithYou さ い

たま共催 

11/19 埼玉学園大学 

服藤 早苗 

27 名 

公開講座 ｢古文書(こもんじょ)

読解入門」 

2/18① 埼玉学園大学 58 名 

  2/18② 湯浅 吉美 54 名 

  2/25①   55 名 

  2/25②     

川口市民大学 3/3①     

共催 3/3②     

文化講演会 

「Google（グーグル）

の税金～世界の常

識・日本の非常識～」

10/22 
埼玉学園大学 

望月 文夫 
35 名 

※１ エクステンションセンター …学生のキャリアアップや就職を支援するため

に資格取得や就職試験対策等の教育事業を展開している川口短期大学・埼玉学

園大学と共同で企画・運営されている組織。社会貢献の一環として、地域住民

への学習機会の場を提供するため、公開講座や文化講演会等を開催している。 

※２ withYouさいたま …男女共同参画社会の実現に向けた県の施策を実現する

とともに、男女共同参画社会の取り組みを支援することを目的として設立され

た、男女共同参画社会づくりのための総合拠点。 
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【教員の社会的活動について】 

(1)学生による地域活動やボランティア活動等社会的活動の状況について 

 

平成 22 年度～23 年度 専任教員の社会的活動実績表 

（平成 24 年 3 月 31 日現在） 

学

科

名 

氏名 職名 

社会的活動 

一般向け講数 NGO 活動 行政の役職 

ビ

ジ

ネ

ス

実

務

学

科 

松田  淳 教 授 0 0 0 

蜂巣  泉 教 授 0 0 0 

大宮 智江 教 授 1 1 0 

小島  望 教 授 2 10 1 

稲塲 建吾 准教授 0 0 0 

平澤 純子 准教授 0 0 0 

山本 重人 講 師 0 0 0 

こ

ど

も

学

科 

高橋 忠司 教 授 0 0 0 

笠井 かほる 教 授 0 24 2 

大國 眞希 教 授 0 0 0 

丹伊田弓子 教 授 0 0 0 

生野 圭子 教 授 2 0 0 

芦田川祐子 准教授 0 1 0 

堀   科 准教授 1 2 0 

牧野 利子 准教授 8 1 2 

吉村日出東 准教授 0 0 0 

藤枝 静暁 准教授 2 1 0 

井上 清美 准教授 1 2 0 

森田 満理子 講 師 0 0 0 

末光 正和 講 師 0 0 0 

木谷 安憲 講 師 1 1 0 

増南 太志 講 師 0 0 0 

本学の教員による社会的活動は、ビジネス実務学科とこども学科で大きな差がみら

れた。ビジネス実務学科よりも比較的地域社会との関わりやつながりが重要とされる

こども学科の特性がその理由として考えられる。 

しかし、学科を問わず、社会的活動を積極的に実施している教員は研究同様、専門

領域の研究を通して社会的活動に関わっていることが多いようである。そのような場

合、社会的活動によって得られた成果は教育へと還元されていることが容易に推測で

きる。いずれの学科も社会的活動が一層活発となるよう奨励したい。 
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【学生の社会的活動について】 

(1)学生による地域活動やボランティア活動等社会的活動の状況について 

 アンケート用紙を配布し、学生の社会的活動を調べたところ、おもにこども学科の

学生において、積極的に地域活動やボランティア活動等に取り組んでいる傾向が顕著

にみられた。具体的には、保育所での保育補助、保育関係施設での演劇や演奏会等の

イベントの補助、地域の子供たちとのふれあい、小学校での学生支援ボランティアな

どが多くみられた。本学の学生は、ビジネス実務学科の学生も含め、福祉施設でのボ

ランティアや震災ボランティア、募金活動など多様な社会活動に参加していることわ

かった。 

なお、自治体等より本学宛てにボランティア要請があった場合には、掲示などで周

知し、募集を行っている。 

 

(2)学生による地域活動やボランティア活動等に対する評価ついて 

 学生が行う地域活動やボランティア活動等については、本学の建学の精神や教育方

針に沿った非常に重要な活動として位置づけている。教育課程にも「ボランティア論」

を取り入れるなどしている。学生にとって、社会人となる前の実務教育であり、「学び、

気づきの場」としても非常に有用となっていることは明らかである。今後も引き続き、

地域活動やボランティア活動等に関する講座やイベントを定期的に開催するなど、学

生の参加モティベーションの高揚を図るとともに、積極的に参加の機会を学生へ提供

することを検討していきたい。 

 

【国際交流・協力への取り組みについて】 

(1)学生の海外教育機関等への派遣について 

 平成18年４月１日にカナダのダグラスカレッジと「川口短期大学とダグラスカレッ

ジとの間における研究及び教育面での交換に関する協定」を締結し、授業科目「海外

研修」の開設に加え、現地での語学研修やホームステイ等のプログラムがつくられた。

19年度に13名の参加を得て実施されたが、以来、現在に至るまで学生の経済的理由か

ら実施が見送られている。 

 

(2)海外教育機関等との交流状況について 

 上記に述べた通りである。 

 

(3)教職員の留学、海外派遣について 

21 年度までは「川口短期大学海外研修規程」により海外の研究機関に派遣する制度

があったが、22 年度に「川口短期大学海外研修規程」を廃し、「川口短期大学教員特別

研修規程」を設け、教員の専門分野に関する能力向上のため、教員が特別に調査研究

に専念できる制度を設けられた。この制度でも希望があれば海外においての研究も可

能である。 
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Ⅷ 管理運営 

 

【教授会等の運営体制について】 

(1)学長のリーダーシップ 

本学の学長は、法人理事長であり併設四年制大学の学長を兼ねている。学長として

は、短期大学における建学の精神に基づき教育研究を推進し、短期大学の向上・充実

に向けて、このような組織全体を把握する立場をも踏まえ、常にリーダーシップを発

揮して円滑な運営が行われるよう配慮している。大学の運営にあたっては大学運営に

関する重要事項を企画・調整する「運営会議」において、あらかじめ協議をし、教学

に関する所要の事項については各委員会で審議された上、教授会開催の一週間前に開

催される「委員長会議」において議案整理を行うなど学長主導の下、積極的に関与し

ている。なお、「教授会」においては、学長は議長として、重要事項の審議及び各委員

会からの報告事項を適切な進行により、大学としての意思決定を適宜行っているとこ

ろである。また、学長は教授会のみならず前述の運営会議、委員長会議のほか入試委

員会、FD 委員会等主要な会議の議長としても、そのリーダーシップを発揮している。 
 

(2)教授会についての学則上の規定(教授会で議すべき事項等を含む)、平成23年度にお

ける開催状況（主な議案、構成メンバー、出席状況等） 

1）教授会についての学則上の規定 

第 9 章 教授会 

（教授会） 

第 41 条 本学に重要な事項を審議するため教授会を置く。 

（教授会の構成） 

第 42 条 教授会は学長、副学長、教授、准教授及び講師をもって組織する。 

2 前項の規定にかかわらず、学長が必要と認めたときは、教授会に前項以 

外の教職員を加えることができる。 

（その他） 

 第 43 条 本章に定めるもののほか、教授会に関し、必要な事項は別に定める。 

教授会規則に基づく審議事項 

・教育課程、試験及び単位認定に関する事項 

・学生の入学、退学、休学、転学及び卒業に関する事項 

・教育職員の人事に関する事項 

・学生の賞罰に関する事項 

・学生の教育指導に関する事項 

・その他教学に関し学長が必要と認めた事項 
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平成23年度における教授会の構成メンバーは、学長、教授8名、准教授8名、講師6名

の計23名であった。なお、平成23年度の開催状況は次のとおりである。 

 

 

教授会開催状況（平成23年度） 

年 月 日 主な議案 出席者数 定数

23 4 21 学籍異動、奨学生の決定、24 年度入試・学生募集、科目履修生
の選考、震災に伴うガイダンス・授業対応、教育情報の公表、

ALO・評価員の選考等 

23 23 

 5 19 学籍異動、派遣学生の選考、授業科目の変更、開講講座の学生
アンケート、FD 計画、授業料減免規程の改正、災害時の対応等 

23 23 

 6 16 入試選考方法の一部改正、学籍移動、開講講座の追加、夏期電
力需給対策、地震発生時の対応等 

23 23 

 7 21 AO 入試判定、今後の入試手続き、学籍異動、非常勤講師の任用、
後期総合ガイダンス、計画停電等 

23 23 

 9 22 AO 入試判定、入試対策講座、学籍異動、派遣学生の単位認定、
後期時間割、科目履修生の選考、文化講演会、学科長人事、電

気の使用制限等 

23 23 

 9 29 ビジネス実務学科の教育内容等の検討・改善に関する WG 設置 23 23 

 10 20 AO 入試判定、OC 追加、学籍異動、検定合格者の単位認定、派遣
学生の選考、テーブルマナー講座等 

23 23 

 11 5 入試判定(AO、指定校・公募推薦)、特待生選考、奨学生選考等 23 23 

11 17 天候悪化に伴う休講措置、学籍異動、24 年度授業実施計画/開講
科目等 

23 23 

12 22 教員の割愛・退職・採用、教員補充の扱い、非常勤講師の公募、
AO 入試判定、こども学科の今後の入試対応、学籍異動、検定合

格者の単位認定に関する規程の改正、24 教学予算等 

23 23 

24 1 19 教員の採用・昇任・割愛、教員補充の扱い、AO 入試判定、学籍
異動、授業担当の変更、科目履修生の募集、幼稚園・保育会長

表彰者の推薦等 

23 23 

 1 19 教員選考委員会の設置、選考計画 23 23 

 2 9 入試判定(AO、公募、一般、特待生) 23 23 

 2 16 委員会予算、入試判定(AO、公募)、学籍異動、検定合格者の単
位認定、非常勤講師の開講時期変更、新入生に対するパソコン

の扱い、入学前ガイダンス、前期総合ガイダンス等 

23 23 

 3 1 派遣学生の単位認定、卒業判定、教員免許・保育士資格取得の
認定、ベビーシッター資格認定、学位記授与式の表彰者選出、

非常勤講師の任用、委員会委員の変更等 

23 23 

 3 15 学籍異動、２４年度時間割、特待生選考、FD 計画、課外活動施
設利用規程の改正、学位記授与式、入学式等 

23 23 
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(3)学長もしくは教授会の下における教育・研究上の各種委員会等の名称と根拠規定、

主な業務、構成メンバー、平成23年度の開催状況等 

本学は、円滑な教学の運営を行うため、学長の下に、以下の各委員会を設け、機能

を果たしている。根拠規定は、各委員会に関する規定による。 

 

平成 23 年度開催状況 

委員会名称 主な業務 
構成 

開催日 
委員長 副委員長 委員 合計 

運営会議 大学運営における重要事項の企

画・調整、埼玉学園大学との連携、

各種委員会の委員等の選出に関

すること 

1 0 7 8 4/14,4/28,5/12,

6/2,6/16,6/23, 

9/22,9/29,10/13

12/8,12/22,1/12

2/16,3/1 

委員長会議 教授会の議案の整理、教学に関す

る予算案の作成に関すること 
1 0 8 9 4/14,5/12,6/9, 

6/16,7/14,9/15,

9/22,9/29,10/13

11/5,11/10, 

12/15,1/12,2/9,

3/8 

教務委員会 教務関係諸規程、授業の実施、試

験及び成績、卒業に関すること 
1 0 6 7 4/14,5/12,6/2, 

8/25,9/8,10/6, 

11/10,12/8, 

12/22,1/12,2/9,

3/1,3/8 

紀要委員会 紀要の編集、掲載論文の可否、紀

要の発行及び配布に関すること 
1 0 4 5 4/14,7/28,10/6,

11/17 

学生委員会 奨学生、学生の健康管理、学生の

団体の指導・助言、学生の生活相

談、その他学生の指導・厚生に関

すること 

1 0 5 6 4/13,5/11,6/8, 

7/13,9/15,10/13

11/511/9,12/15,

1/12,2/2,3/8 

学生募集・広報活動協議会 
(埼玉学園大学と合

同) 

両大学の学生募集及び広報活動の

企画、連絡調整及び事業の実施    
1 0 5 6 4/13,6/1,7/6, 

9/14,10/12 

入試委員会 入学試験実施の準備及び管理、試

験問題の作成、入学試験問題の印

刷の校正、試験答案の採点、入学

者の選考、入学資格の審査に関す

ること 

1 1 5 7 6/2,7/14,9/15, 

10/13,11/5, 

12/15,1/12,2/9,

2/16 

自己点検・評価委員会 自己点検・評価の企画、立案、実
施、改善状況の点検、その他 

1 0 5 6 4/14 

FD 委員会 授業内容及び教育方法の改善、基

本方針の策定、講演会・シンポジ

ウム・研修会等の開催、学生によ

る授業評価、カリキュラムの開

発、共通教材等の開発、その他 

1 1 3 5 4/14,5/12,11/10

2/16,3/15 
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委員会名称 主な業務 
構成 

開催日 
委員長 副委員長 委員 合計 

キャリアセンター委員会 

（埼玉学園大学と合同） 

学生の就職及び進路指導、就職斡旋、求

人先の開拓、その他 
0 1 3 4 4/6,4/20,5/25, 

6/22,7/27,9/28,

10/26,11/30, 

1/11,1/25,2/23 

情報メディアセンター委員会 

（埼玉学園大学と合同） 

図書、雑誌、その他の資料及び機

器備品の購入、センターの管理運

営、埼玉学園大学及び川口短期大

学の学内ネットワークに関する

こと、その他 

0 0 4 4 4/1,5/11,6/1, 

6/29,7/27,10/5,

11/2,12/7,1/18,

2/29 

エクステンションセンター委員会 
(埼玉学園大学と合

同) 

学生のキャリア支援に関する各

種講座等の企画・実施、社会人の

生涯学習を支援するための公開

講座等の企画・実施、その他地域

社会との連携 

1 0 3 4 4/1,4/20,4/27, 

6/8,7/6,7/13, 

9/7,10/12,11/2,

12/7,1/25,3/7 

教員・保育士養成課程委員会 

（埼玉学園大学と合同） 

教職課程及び保育士養成課程に

関する企画、教育実習、保育実習

及び介護体験実習の調整、その他

0 0 5 5 4/5,4/13,4/27, 

5/19,6/22,7/6, 

9/14,9/28,10/5,

10/26,11/9,12/1

12/14,1/12,1/25

2/15,2/29,3/21 

 
(4)短期大学の情報の公表について 

①教育情報の公表について 

 平成 22 年 6 月 15 日公布された学校教育法施行規則の一部を改正する省令に則り、

教育研究活動等の状況については、刊行物(本学規則集、学生便覧、講義要項等)及び

本学 HP 上において積極的に公表しているところである。内容等については毎年更新し、

最新の情報を提供している。 

②学校法人の財務情報の公開について 

 私立学校法及び本学園に規程により定められている書類(財産目録、貸借対照表、収

支計算書、事業報告書、監査報告書)については、所定の手続きを経て閲覧できるよう

事務所に備えている。また、本学広報誌「キャンパスライフ(夏号)」に毎年掲載する

とともに、平成 22 年度から HP に掲載し広く公開している。 

 
(5)短期大学の運営全般について抱えている問題あるいは課題 

 教員と職員の協調による大学運営が必要不可欠であり、各種委員会及び事務局体制

について、より効率的・効果的な運営を行えるよう検討していく必要がある。 
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【事務組織について】 

(1)現在の法人全体の事務組織図 

本学園の事務組織は次のとおりである。 

学校法人の事務組織図 
     （平成 23 年 4月 1 日時点）

  法人本部 事務室    

      

  川口幼稚園 事務室    

      

  東川口幼稚園 事務室   （職務内容） 

     1.秘書に関する事項 

    総務課 2.予算・決算に関する事項 

     3.教職員の諸給与に関する事項 

     4.施設管理に関する事項 

     1.ｶﾘｷｭﾗﾑ編成、授業運営、学内試験に関する事項

  川口短期大学 事務局長  教務課 2.履修と学習指導に関する事項 

     3.学生の入学、卒業、学籍異動等学籍に関する事項

     1.部活動等の学生活動に関する事項 

    学生課 2.学生の健康相談に関する事項 

     3.学生の奨学金に関する事項 

     1.入学者選抜事務に関する事項 

    入試広報課 2.入学試験に関する事項 

     3.広報活動の企画調整に関する事項 

     1.求人開拓に関する事項 

    キャリア支援課 2.進路相談に関する事項 

     3.学生の職業紹介事務に関する事項 

     1.図書館資料の購入等に関する事項 

    情報サービス課 2.図書、資料の閲覧・貸出に関する事項

     3.参考調査・利用案内に関する事項 

     1.教職課程及び保育士養成課程の履修に関する事項

    教 員 ・ 保 育 士 養 成 支 援 課 2.教育実習、保育実習に関する事項 

     3.教職課程及び保育士養成課程の学生に対する

教育・指導について教員との連絡 

    エ ク ス テ ン シ ョ ン セ ン タ ー 課 1.エクステンションセンターの業務に関する事項
   
     1.秘書に関する事項 

    総務課 2.予算・決算に関する事項 

     3.教職員の諸給与に関する事項 

     4.施設管理に関する事項 

     1.ｶﾘｷｭﾗﾑ編成、授業運営、学内試験に関する事項

  埼玉学園大学 事務局長 次 長 教務課 2.履修と学習指導に関する事項 

     3.学生の入学、卒業、学籍異動等学籍に関する事項

     1.部活動等の学生活動に関する事項 

    学生課 2.学生の健康相談に関する事項 

     3.学生の奨学金に関する事項 

     1.入学者選抜事務に関する事項 

    入試広報課 2.入学試験に関する事項 

     3.広報活動の企画調整に関する事項 

     1.求人開拓に関する事項 

    キャリア支援課 2.就職相談に関する事項 

     3.学生の就職斡旋事務に関する事項 

     1.図書館資料の購入等に関する事項 

    情報サービス課 2.図書、資料の閲覧・貸出に関する事項

     3.参考調査・利用案内に関する事項 

     1.教職課程及び保育士養成課程の履修に関する事項

    教 員 ・ 保 育 士 養 成 支 援 課 2.教育実習、保育実習に関する事項 

     3.教職課程及び保育士養成課程の学生に対する

教育・指導について教員との連絡 

    エ ク ス テ ン シ ョ ン セ ン タ ー 課 1.エクステンションセンターの業務に関する事項
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(2)事務職員の任用（役職者の任免を含む）について 

 事務職員の任用については、適材適所の配置を念頭に置き、職員の専門性を高める

観点から、継続性に配慮した配置を行うこととしている。 

また、各課の人員配置数は恒久的なものではなく、業務量や内容、さらには新たな

業務の発生に弾力的・効率的に対応できるよう不断に見直すこととしている。 

 採用に当たっては、退職者の補充が中心であるが、専任職員は原則として大学卒業

資格を有する者を対象に新卒者から職務経験者の中途採用者に至るまで幅広く募集し、

即戦力となる人材の確保を図ることとしている。 

 

(3)事務組織について整備している諸規程 

関連規程として、｢事務組織及び事務分掌規則｣、｢公印取扱い規則｣、｢文書処理規則｣、

｢経理規程｣、｢有形固定資産管理規程｣、｢情報メディアセンター図書資料管理規程｣、｢財

務情報等の公開に関する規程｣を制定し、事務組織、職務権限、各課の事務分掌を明確に

している。また、適正に事務処理が行われるよう関係規定に基づき運用管理をしている。 

 

(4)決裁処理の概要と流れ、また公印や重要書類（学籍簿等）の管理の現状について 

①決裁処理については、「本学文書処理規則」に基づき当該業務の担当者が起案し、担

当部署内の決裁及び関係部署の合議を経て、最終決裁者の決裁を受けている。 

②公印の取扱いについては、「公印取扱規則」が定められており、これに従って作成、

管守、使用が行われている。 

③重要書類（学籍簿等）の適正管理については、「文書処理規則」に基づき各担当部署

で保管、廃棄を行っている。 

 

(5)教員や学生からの信頼関係の維持 

各事務職員に対しては、毎日の朝礼において学長、事務局長同席のうえ各々の業務

確認と業務の対応について常日頃、研鑽を図っているところである。また、当事者（学

生、教員）の立場に立った親切丁寧な対応をすべくマナー、ルールの理解を得るよう

努め、会議等においても教員にわかりやすい資料作成に心掛けている。特に、学生に

対しては「投書箱」を設置して学生の意見や要望を把握し、速やかに改善を図るとと

もに、投書した学生との対話にも努めている。なお、職員各人には、自らの職務に対

し責任をもって教員や学生に対応するため、従来から職場ではネームプレートをつけ、

服装にも気配りするよう指導しているところである。このため、教員、学生が頻繁に

事務局を訪れ、相談・連絡が絶えない状況となっており友好な状態を保持している。  
 

(6)事務組織のスタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）活動（業務の見直しや事務処理

の改善等、授業改善を支援する職員等の研修等、事務職員の能力開発、内部研修、外

部への研修等）の現状について 

前述の事務職員への「毎日の朝礼」における自己研発や意欲喚起の促進のみならず、

学内において平成 22 年度においては、9 月「ビジネスマナー講座」、12 月「ビジネス
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文書研修」を開催し、大学職員としての必要基礎的知識を習得するよう実施している。

また、毎年定期的に開催される、教育関係機関・団体の各種研修会の参加を積極的に

促すとともに、研修参加者による専門情報の確保とその情報の共有化・周知を図り関

係職員にも資するよう努めている。なお、併設四年制大学との共有組織である「メデ

ィアセンター」「キャリアセンター」「エクステンションセンター」「教員・保育士養成

支援センター」の業務の研鑽・共有化は、日常的な業務をとおしてその改善等を図っ

ている。 

 

(7)短期大学の事務組織が抱えている問題あるいは課題について 

本学は組織規模からして、必ずしも幅広い人材育成が十分とはいえず、後継者の養

成が課題となっている。  
 

【人事管理等について】 

(1)教職員の就業について 

これまで、国に準拠した内容を基本とし、就業規則をはじめ関連規定を整備してき

ているところであるが、教職員がより意欲をもって職務に精励できるよう、今後とも

国の動向を常に把握しその改善見直しに努めることとしている。 

勤務条件の改善等については人事院勧告を準拠し、給与改定等を実施。(平成 22 年 4

月 1 日、23 年 4 月 1 日) 

服務等においては、特別休暇の種類拡充(平成 22 年 2 月 23 日)、育児介護休業に関

した関連法令の改正に伴う改善(平成 22 年 7 月 28 日)を図っている。 

 

(2)法人（理事長及び理事会等）と短期大学教職員の関係について 

良好と考えている。法人理事・評議員に教職員が就任しており、積極的に教職員の

意見を聞くよう配慮している。大学においては、校務分掌においても教員が必ず参画

する委員会において積極的に意見交換がなされるようなシステムとなっている。また、

理事会等が開催された都度、教授会でその概要を報告し、情報の共有・周知を図って

いる。  
 

(3)教員と事務職員との関係について 

両者は車の両輪として、お互いの立場を尊重しつつ大学の広範な運営にあたってい

かなければならない。本学では、従来から事務局長をはじめとする事務職員が、教授

会を始め各委員会に参画し、また、事務局としての任務を行い、教員とお互いの立場

を尊重しながら緊密に連携し、共同して意思決定を進めていく体制を整えている。特

に、学生募集、入試、就職支援などについては、従来から、教員と事務職員が職務分

担しながら一体となって企画・運営業務を遂行している。  
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(4)教職員の健康管理、就業環境の改善、就業時間の順守等の現状について 

①健康管理 

教職員全員を対象として本学指定の医療機関による定期健康診断を毎年実施し、健

康管理に努めている。 

②就業環境の改善 

ハラスメント防止・啓蒙、相談員の配置、キャンパス環境整備の適宜実施、駐車場

の整備、マイクロバスの運行等を行い、その改善・充実に努めている。 

③就業時間の遵守 

教職員の出退勤及び就業時間については、本学就業規則に基づき管理運営している。

出勤状況の把握は、日常的に出勤簿・出退表示盤にて管理・確認を行っている。 

 

(5)危機管理対策について 

①火災等の災害対策 

校舎における防火扉、自動火災報知機、煙探知機、誘導灯の設置、避難階段の設置、

避難器具、各階に消火器と消火設備を設けるとともに、事務室及び警備員室に監視板

の設置、災害発生時の非常放送スピーカーなど防災設備を完備している。また、法令

等に基づき定期的に専門業者に点検を依頼実施（原則年2回）。 

特に平成23年3月発生の「東日本大震災」にともない、当日においては、防災ブザー

の感知による警報とともに学内の学生・教職員への避難アナウンスを行い屋外テニス

コート前への誘導を行う。また、その後、在外学生の安否確認、被災地の家族状況等

の確認を行うとともに学生支援・相談について、チューターとともに事務局で継続的

に行った。さらに改めて「災害時の避難方法」「地震発生時の対応について」を作成し、

地震発生時の初動についての基本的なことを教職員等へ通知した (平成23年6月2日)。 

②防犯対策 

必要な箇所に防犯カメラを設置し、終日監視を行っている。また、夜間・休日は、

守衛による構内外の巡回・警備を行っている。 

③学生、教職員の避難訓練等の対策 

小規模校舎であるため、現在避難訓練等は特に実施していないが、併設四年制大学

と連携した訓練等をも含め検討課題とする。 

④コンピュータのセキュリティ対策 

学内ネットワークの管理体制は、専任教員で組織された情報メディアセンター委員

会を中心として、当センターを運営する情報サービス課の専任職員が管理運営にあた

っている。 

a. 学内設置の PC については、全教職員・全学生に ID とパスワードを発行し、ロ

グインすることで使用可能となり、管理者以外は、設定の変更およびソフトウェ

アのインストールが出来ない設定となっている。 

また、全 PC にウイルスソフトをインストールし、定期的なウイルススキャンと

OS のアップデートを行うことで、ウイルス感染被害を回避している。 

b. ファイルおよびフォルダのアクセス権限は、使用の目的別に、教員、職員およ

び学生毎に、アクセス権限を設定し管理している。 
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c. ビジネス実務学科の学生に対しては、各自がノート PC を使用する科目があるた

め、入学時にコンピュータ使用に関するガイダンスを実施するとともに、情報処

理演習などの授業を通してウイルスやセキュリティ対策などの指導を行っている。 

d. サーバーなど外部からの攻撃に対して、外部からのアクセスを拒否し、ファイ

アーウォールなどを設置することで対応している。  

⑤省エネ及び地球環境保全対策 

関係機関等からの指導通達等を励行するとともに、自主的に冷暖房の使用時期及び

温度設定の適正化をはかり、省エネに努めている。 
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